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測量業務共通仕様書 
 

第１編 共通編 
第１章 総 則 

 
第１０１条 適 用 

１．測量業務共通仕様書（以下「共通仕様書」という。）は、秋田県の発注する測量業務

に係る測量調査等委託契約書（以下「契約書」という。）及び設計図書の内容について、

統一的な解釈及び運用を図るとともに、その他の必要な事項を定め、もって契約の適正

な履行の確保を図るためのものである。 

２．設計図書は、相互に補完し合うものとし、そのいずれかによって定められている事項

は、契約の履行を拘束するものとする。 

３．特記仕様書、図面、共通仕様書又は指示や協議等の間に相違がある場合、又は図面か

らの読み取りと図面に書かれた数字が相違する場合など業務の遂行に支障が生じた若し

くは今後相違することが想定される場合、受注者は調査職員に確認して指示を受けなけ

ればならない。 

４．設計業務、地質・土質調査業務及び現場技術業務等に関する業務については、別に定

める各共通仕様書によるものとする。 

 

第１０２条 用語の定義 

共通仕様書に使用する用語の定義は、次の各項に定めるところによる。 

１．「発注者」とは、契約担当者をいう。 

２．「受注者」とは、測量業務の実施に関し、発注者と契約を締結した会社若しくは法人

をいう。又は、法令の規定により認められたその一般承継人をいう。 

３．「調査職員」とは、契約図書に定められた範囲内において受注者又は管理技術者に対

する指示、承諾または協議等の職務を行う者で契約書第８条に規定する者であり、総括

調査員、主任調査員及び調査員を総称していう。 

４．「検査職員」とは、測量業務の完了の検査にあたって、契約書第30条第2項の規定に基

づき検査を行う者をいう。 

５．「管理技術者」とは、契約の履行に関し業務の管理及び統括等を行う者で、契約書第

９条第１項の規定に基づき受注者が定めた者をいう。 

６．「担当技術者」とは、管理技術者のもとで業務を担当する者で、受注者が定めた者を

いう。 

７．「高度な技術と十分な実務経験を有するもの」とは、測量業務に関する技術上の知識

を有する者で、特記仕様書で規定する者又は発注者が承諾した者をいう。 

８．「契約図書」とは、契約書及び設計図書をいう。 

９．「契約書」とは、「秋田県建設コンサルタント業務等委託契約書」をいう。 

10．「設計図書」とは、図面、仕様書、金額を記載しない内訳書、現場説明書及び現場説

明に対する質問回答書をいう。 

11. 「仕様書」とは、共通仕様書及び特記仕様書（これらにおいて明記されている適用す

べき諸基準を含む。）を総称していう。 

12. 「共通仕様書」とは、各測量業務に共通する技術上の指示事項を定める図書をいう。 
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13. 「特記仕様書」とは、共通仕様書を補足し、当該測量業務の実施に関する明細又は特

別な事項を定める図書をいう。 

14. 「現場説明書」とは、測量業務の入札等に参加する者に対して、発注者が当該測量業

務の契約条件を説明するための書類をいう。 

15. 「質問回答書」とは、図面、仕様書、金額を記載しない内訳書、現場説明書に関する

入札等参加者からの質問書に対して、発注者が回答する書面をいう。 

16. 「図面」とは、入札等に際して発注者が交付した図面及び発注者から変更又は追加さ

れた図面及び図面のもとになる計算書等をいう。 

17. 「指示」とは、調査職員が受注者に対し、測量業務の遂行上必要な事項について書面

をもって示し、実施させることをいう。 

18. 「請求」とは、発注者又は受注者が契約内容の履行あるいは変更に関して相手方に書

面をもって行為、あるいは同意を求めることをいう。 

19. 「通知」とは、発注者若しくは調査職員が受注者に対し、又は受注者が発注者若しく

は調査職員に対し、測量業務に関する事項について、書面をもって知らせることをいう。 

20. 「報告」とは、受注者が調査職員に対し、測量業務の遂行に係わる事項について、書

面をもって知らせることをいう。 

21. 「申し出」とは、受注者が契約内容の履行あるいは変更に関し、発注者に対して書面

をもって同意を求めることをいう。 

22. 「承諾」とは、受注者が調査職員に対し、書面で申し出た測量業務の遂行上必要な事

項について、調査職員が書面により業務上の行為に同意することをいう。 

23. 「質問」とは、不明な点に関して書面をもって問うことをいう。 

24. 「回答」とは、質問に対して書面をもって答えることをいう。 

25. 「協議」とは、書面により契約図書の協議事項について、発注者又は調査職員と受注

者が対等の立場で合議することをいう。 

26. 「提出」とは、受注者が調査職員に対し、測量業務に係わる事項について書面又はそ

の他の資料を説明し、差し出すことをいう。 

27. 「連絡」とは、調査職員と受注者の間で、契約書第17条に該当しない事項または緊急

で伝達すべき事項について、口頭、ファクシミリ、電子メールなどにより互いに知らせ

ることをいう。 

    なお、後日書面による連絡内容の伝達は不要とする。 

28. 「電子納品」とは、電子成果品を納品することをいう。 

29. 「情報共有システム」とは、調査職員及び受注者の間の情報を電子的に交換・共有す

ることにより業務効率化を実現するシステムのことをいう。 

    なお、本システムを用いて作成及び提出等を行ったものについては、別途紙に出力し

て提出しないものとする。 

30. 「書面」とは、発行年月日を記録し、記名（署名または押印を含む）したものを有効

とする。 

    ただし、情報共有システムを用いて作成し、指示、請求、通知、報告、申し出、承諾、

質問、回答、協議、提出する場合は、記名がなくても有効とする。 

31. 「検査」とは、契約図書に基づき、検査職員が測量業務の完了を確認することをいう。 

32. 「打合せ」とは、測量業務を適正かつ円滑に実施するために管理技術者等と調査職員

が面談または電子メール等により、業務の方針及び条件等の疑義を正すことをいう。 

33. 「修補」とは、発注者が検査時に受注者の負担に帰すべき理由による不良箇所を発見

した場合に受注者が行うべき訂正、補足その他の措置をいう。 

34. 「協力者」とは、受注者が測量業務の遂行にあたって、再委託に付する者をいう。 
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35. 「使用人等」とは、協力者又はその代理人若しくはその使用人その他これに準ずるも

のをいう。 

36. 「立会」とは、設計図書に示された項目において調査職員が臨場し内容を確認するこ

とをいう。  

37. 「確認」とは、設計図書に示された項目において、調査職員が臨場もしくは関係資料

により、その内容について設計図書との適合を確かめることをいう。 

38. 「了解」とは、契約図書に基づき、調査職員が受注者に指示した処理内容・回答に対

して、理解して承認することをいう。 

39. 「受理」とは、契約図書に基づき、受注者、調査職員が相互に提出された書面を受け

取り、内容を把握することをいう。 

40. 「成果物」とは、受注者が契約図書に基づき履行した測量業務等の成果を記録した図

書、図面及び関連する資料をいう。 

 
第１０３条 受発注者の責務 

１．受注者は契約の履行に当たって調査等の意図及び目的を十分に理解したうえで調査等

に適用すべき諸基準に適合し、所定の成果を満足するような技術を十分に発揮しなけれ

ばならない。 

２．受注者及び発注者は、業務の履行に必要な条件等について相互に確認し、円滑な業務

の履行に努めなければならない。 

３．受注者は、測量業務の適正な実施のために必要な技術的能力の向上、情報通信技術を

活用した測量業務の実施の効率化等による生産性の向上並びに技術者の育成及び確保並

びにこれらの者に係る賃金、労働時間その他の労働条件、安全衛生その他の労働環境の

改善に努めなければならない。 
 

第１０４条 業務の着手 
受注者は、特記仕様書に定めがある場合を除き、契約締結後１５日（土曜日、日曜日、

祝日等（行政機関の休日に関する法律（昭和63年法律第91号）第１条に規定する行政機関

の休日（以下「休日等」という。））を除く）以内に測量業務に着手しなければならない。

この場合において、着手とは管理技術者が測量業務の実施のため調査職員との打合せを行

うことをいう。 

 
第１０５条■業務の実施 

１．測量業務は「秋田県公共測量作業規程及び同規程に係る運用基準(国国地第10号、平成

20年４月24日)」、土地改良事業にあっては「秋田県土地改良事業測量作業規程及び測量

作業規程の運用基準(国国地第114号、令和3年2月18日)」（以下「規程」という。）によ

り実施するものとする。 

２．測量業務は、前項の規定によるほか、第２編事業別編の定めにより実施するものとす

る。 

 
第１０６条 設計図書の支給及び点検 

１．受注者からの要求があった場合で、調査職員が必要と認めたときは、受注者に図面の

原図若しくは電子データを貸与する。ただし、共通仕様書、各種基準、参考図書等市販

されているものについては、受注者の負担において備えるものとする。 
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２．受注者は、設計図書の内容を十分点検し、疑義のある場合は調査職員に報告し、その

指示を受けなければならない。 

３．調査職員は、必要と認めるときは、受注者に対し図面又は詳細図面等を追加支給する

ものとする。 

 
第１０７条 調査職員 

１．発注者は、測量業務における調査職員を定め、受注者に通知するものとする。 

２．調査職員は、契約図書に定められた事項の範囲内において、指示、承諾、協議等の職

務を行うものとする。 

３．契約書の規定に基づく調査職員の権限は、契約書第８条第２項に規定した事項である。 

４．調査職員がその権限を行使するときは書面により行うものとする。ただし、緊急を要

する場合、調査職員が受注者に対し口頭による指示等を行った場合には、受注者はその

口頭による指示等に従うものとする。なお調査職員は、その口頭による指示等を行った

後７日以内に書面で受注者に指示するものとする。 

 
第１０８条 管理技術者 

１．受注者は、測量業務における管理技術者を定め、発注者に通知するものとする。 

２．管理技術者は、契約図書等に基づき、測量業務に関する技術上の管理を行うものとす

る。 

３．管理技術者は、測量法に基づく測量士の有資格者であり、かつ、高度な技術と十分な

実務経験を有するもので日本語に堪能（日本語通訳が確保できれば可）でなければなら

ない。ただし、港湾事業及び空港事業の測量にあって設計図書に定めのある場合は、そ

の定めによるものとする。 

４．管理技術者は、調査職員が指示する関連のある測量業務等の受注者と十分に協議の上、

相互に協力し、業務を実施しなければならない。 

５．管理技術者は、原則として変更できない。ただし、死亡、傷病、退職、出産、育児、

介護等やむをえない理由により変更を行う場合には、同等以上の技術者とするものとし、

受注者は発注者の承諾を得なければならない。 

 

第１０９条 担当技術者 
１．受注者は、業務の実施にあたって担当技術者を定める場合は、その氏名その他必要な

事項を調査職員に提出するものとする。(管理技術者と兼務するものを除く) なお、担当

技術者が複数にわたる場合は、適切な人数とし、８名までとする。 

２．測量業務における担当技術者は、測量法に基づく測量士又は測量士補の有資格者でな 

ければならない。ただし、港湾事業及び空港事業の測量業務にあって設計図書に定めの

ある場合は、その定めによるものとする。 

３．担当技術者は、設計図書等に基づき、適正に業務を実施しなければならない。 

 

第１１０条 提出書類 
１．受注者は、発注者が指定した様式により、契約締結後に関係書類を調査職員を経て、

発注者に遅滞なく提出しなければならない。ただし、契約金額に係る請求書、請求代金

代理受領承諾書、遅延利息請求書、調査職員に関する措置請求に係る書類及びその他現

場説明の際に指定した書類を除く。 

２．受注者が発注者に提出する書類で様式が定められていないものは、受注者において様
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式を定め、提出するものとする。ただし、発注者がその様式を指示した場合は、これに

従わなければならない。 

３．受注者は、契約時又は変更時において、契約金額が１００万円以上の業務について、

業務実績情報システム（テクリス）に基づき、受注・変更・完了・訂正時に業務実績情

報として作成した「登録のための確認のお願い」をテクリスから調査職員にメール送信

し、調査職員の確認を受けた上で、受注時は契約締結後、１５日（休日等を除く）以内

に、登録内容の変更時は変更があった日から、１５日（休日等を除く）以内に、完了時

は業務完了後、１５日（休日等を除く）以内に、訂正時は適宜、登録機関に登録申請し

なければならない。なお、登録できる技術者は、業務計画書に示した技術者とする（担

当技術者の登録は８名までとする）。 

  また、受注者は、契約時において、競争入札により調達される建設コンサルタント業

務において調査基準価格を下回る金額で落札した場合、テクリスに業務実績情報を登録

する際は、「低価格入札である」にチェックした上で、「登録のための確認のお願い」

を作成し、調査職員の確認を受けること。 

また、登録機関発行の「登録内容確認書」はテクリス登録時に調査職員にメール送信

される。なお、変更時と完了時の間が、１５日間（休日等を除く）に満たない場合は、

変更時の登録申請を省略できるものとする。 

また、本業務の完了後において訂正または削除する場合においても同様に、テクリス

から発注者にメール送信し、速やかに発注者の確認を受けた上で、登録機関に登録申請

しなければならない。 

 

第１１１条■打合せ等 
１．測量業務を適正かつ円滑に実施するため、管理技術者と調査職員は常に密接な連絡を

とり、業務の方針及び条件等の疑義を正すものとし、その内容についてはその都度受注

者が書面(打合せ協議記録簿)に記録し、相互に確認しなければならない。 

なお、連絡は積極的に電子メール等を活用し、相互に確認した内容については、必要

に応じて協議記録簿を作成するものとする。 

２．測量業務着手時及び設計図書で定める業務の区切りにおいて、管理技術者と調査職員

は打合せを行うものとし、その結果について受注者が書面(打合せ協議記録簿)に記録し

相互に確認しなければならない。 

３．受注者は、支給材料について、その受払状況を登録した帳簿を備え付け、常にその残

高を明らかにしておかなくてはならない。 

また、受注者は、業務完了時（完了前であっても工程上支給品の精算が行えるものに

ついてはその時点）には支給品精算書を調査職員に提出しなければならない。 

４．管理技術者は、仕様書に定めのない事項について疑義が生じた場合は、速やかに調査

職員と協議するものとする。 

５．打合せの想定回数は、設計図書による。 

６．調査職員及び受注者は、「ワンデーレスポンス」※に努める。 

  ※ワンデーレスポンスとは、問い合わせ等に対して、１日あるいは適切な期限までに

対応をすることをいう。なお、１日での対応が困難な場合などは、いつまでに対応す

るかを連絡するなど、速やかに何らかの対応をすることをいう。 

７．調査職員及び受注者は、「ウィークリースタンス実施要領」に基づき打合せ等を実施

するものとする。 
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第１１２条 業務計画書 
１. 受注者は、契約締結後１４日（休日等含む）以内に業務計画書を作成し、調査職員に

提出しなければならない。 

２. 業務計画書には、契約図書に基づき下記事項を記載するものとする。 

(１) 業務概要 

(２) 実施方針 

(３) 業務工程 

(４) 業務組織計画 

(５) 打合せ計画 

(６) 成果物の内容、部数 

(７) 使用する主な図書及び基準 

(８) 連絡体制（緊急時含む） 

(９) 使用する主な機器、機械及び船舶等 

(10) 安全管理 

(11) 環境保全対策 

(12) 施設(試験室、検潮所等) 

(13) その他 

（２）実施方針 又は（13）その他には、第１３１条個人情報の取扱い、第１３２条

安全等の確保及び第１３８条に関する行政情報流出防止策に関する事項も含めるもの

とする。 

３. 受注者は、業務計画書の重要な内容を変更する場合は、理由を明確にしたうえで、そ

の都度調査職員に変更業務計画書を提出しなければならない。 

４. 調査職員の指示した事項については、受注者はさらに詳細な業務計画書に係る資料を

提出しなければならない。 

 

第１１３条 資料等の貸与及び返却 
１．調査職員は、設計図書に定める図書及びその他関係資料を、受注者に貸与するものと

する。なお、貸与資料は、業務着手時に受注者に貸与することを原則とし、これに依ら

ない場合は、業務着手時に貸与時期を受発注者間で協議する。 

２．受注者は、貸与された図書及び関係資料等の必要がなくなった場合は、ただちに調査

職員に返却するものとする。 

３．受注者は、貸与された図書及びその他関係資料を丁寧に扱い、損傷してはならない。

万一、損傷した場合には、受注者の責任と費用負担において修復するものとする。 

４．受注者は、設計図書に定める守秘義務が求められる資料については、複写してはなら

ない。 

 

第１１４条■関係官公庁への手続き等 
１．受注者は、測量業務の実施に当たっては、発注者が行う関係官公庁等への手続きの際

に協力しなければならない。また、受注者は、測量業務を実施するため、関係官公庁等

に対する諸手続きが必要な場合は、速やかに行うものとする。 

２．受注者が、関係官公庁等から交渉を受けたときは、遅滞なくその旨を調査職員に報告

し協議するものとする。 

３．受注者は、これらの諸手続きにかかる許可又は承諾等が発行される場合、その 写しを

調査職員に提出するとともに、許可承諾条件がある場合は、これを遵守し なければなら
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ない。なお、許可承諾条件が設計図書に定める事項と異なる場合は、 調査職員に報告し、

その指示を受けなければならない。 

４．受注者は、測量法第十四条（実施の公示）、第二十一条（永久標識及び一時標識に関

する通知）、第二十三条（永久標識及び一時標識の移転、撤去及び廃棄）、第三十七条

（公共測量の表示等）、第四十条（測量成果の提出）等の届出に必要な資料を作成し調

査職員に提出しなければならない。また、規定第１５条に基づく測量成果の検定を行い、

測量法第４０条に基づき、公共測量の測量成果を国土地理院に提出作業を行う。 

 

第１１５条■地元関係者との交渉等 
１．契約書第11条に定める地元関係者への説明、交渉等は、発注者又は調査職員が行うも

のとするが、調査職員の指示がある場合は、受注者はこれに協力するものとする。これ

らの交渉に当たり、受注者は地元関係者に誠意をもって接しなければならない。 

２．受注者は、測量業務の実施に当たっては、地元関係者からの質問、疑義に関する説明

等を求められた場合は、調査職員の承諾を得てから行うものとし、地元関係者との間に

紛争が生じないように努めなければならない。 

３．受注者は、設計図書の定め、あるいは調査職員の指示により受注者が行うべき地元関

係者への説明、交渉等を行う場合には、交渉等の内容を随時、調査職員に報告し、指示

があればそれに従うものとする。 

４．受注者は、測量業務の実施中に発注者が地元協議等を行い、その結果を条件として業

務を実施する場合には、設計図書に定めるところにより、地元協議等に立会するととも

に、説明資料及び記録の作成を行うものとする。 

５．受注者は、前項の地元協議により、既に作成した成果の内容を変更する必要を生じた

場合には、調査職員の指示に基づいて、変更するものとする。 

なお、変更に要する期間及び経費は、発注者と協議のうえ定めるものとする。 

６．受注者は、第三者から業務の実施に関して苦情があった場合は、直ちに調査職 員に報

告し、調査職員に協力してその解決にあたらなければならない。 

 

第１１６条 土地又は水面への立入り等 
１．受注者は、屋外で行う測量業務を実施するため国有地、公有地又は私有地に立入る場

合は、契約書第12条の定めに従って、調査職員及び関係者と十分な協調を保ち測量業務

が円滑に進捗するように努めなければならない。 

なお、やむを得ない理由により現地への立入りが不可能となった場合には、ただちに

調査職員に報告し指示を受けなければならない。 

２．受注者は、測量業務実施のため植物伐採、かき、さく等の除去又は土地もしくは工作

物を一時使用する時は、あらかじめ調査職員に報告するものとし、報告を受けた調査職

員は当該土地等所有者及び占有者の許可を得るものとする。 

なお、第三者の土地等への立入りについて、当該土地等占有者の許可は、発注者が得

るものとするが、調査職員の指示がある場合は受注者はこれに協力しなければならない。 

３．受注者は、前項の場合において生じた損失のため必要となる経費の負担については、

設計図書に示すほかは調査職員と協議により定めるものとする。 

４．受注者は、第三者の土地等への立入りに当たっては、あらかじめ身分証明書交付願を

発注者に提出し身分証明書の交付を受け、現地立入りに際しては、これを常に携帯しな

ければならない。 

なお、受注者は、立ち入り作業完了後１０日以内（休日等を除く）に身分証明書を発
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注者に返却しなければならない。 

 

第１１７条■成果物の提出 
１．受注者は、測量業務が完了したときは、業務完了届を提出するとともに、設計図書に

示す成果物を納品するものとする。 

  また、受注者は設計図書に示す成果物を秋田県の「電子納品運用ガイドライン等の運

用」に基づき、電子成果品等を調査員へ納品しなければならない。 

２．受注者は、設計図書に定めがある場合、又は調査職員の指示する場合は履行期間途中

においても、成果物の部分引渡しを行うものとする。 

３．受注者は、成果物において使用する計量単位は、国際単位系（ＳＩ）とする。 

４．受注者は、測量成果電子納品要領（国土交通省・令和 3 年 3 月）（以下「要領」とい

う。）」に基づいて作成した電子データにより成果物を納品するものとする。「要領」

で特に記載が無い項目については、調査職員と協議のうえ決定するものとする。 

  なお、電子納品に対応するための措置については「電子納品運用ガイドライン【測量

編】（国土交通省・令和3年3月）」及び秋田県の「電子納品運用ガイドライン等の運用」

に基づくものとする。 

 

第１１８条 関係法令及び条例の遵守 
受注者は、測量業務の実施にあたっては、関連する関係諸法令及び条例等を遵守しなけ 

ればならない。 

 

第１１９条 検 査 
１．受注者は、契約書第30条第１項の規定に基づき、業務完了届を発注者に提出する際に

は、契約図書により義務付けられた資料の整備がすべて完了し、調査職員に提出してい

なければならない。 

２．発注者は、測量業務の検査に先立って受注者に対して、検査日を周知するものとする。

この場合において受注者は、検査に必要な書類及び資料等を整備するとともに、屋外で

行う検査においては、必要な人員及び機材を準備し、提供しなければならない。この場

合、検査に要する費用は受注者の負担とする。 

３．検査職員は、調査職員及び管理技術者の立会の上、次の各号に掲げる検査を行うもの

とする。 

(１) 測量業務成果物の検査 

(２) 測量業務管理状況の検査 

測量業務の状況について、書類、記録及び写真等により検査を行う。 

なお、電子納品の検査時の対応については「電子納品運用ガイドライン【測量編】

（国土交通省・令和3年3月）」及び秋田県の「電子納品運用ガイドライン等の運用」

に基づくものとする。 

 

第１２０条 修 補 
１．受注者は、修補は速やかに行わなければならない。 

２．検査職員は、修補の必要があると認めた場合には、受注者に対して期限を定めて修補

を指示することができるものとする。 

３．検査職員が修補の指示をした場合において、修補の完了の確認は検査職員の指示に従

うものとする。 
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４．検査職員が指示した期間内に修補が完了しなかった場合には、発注者は契約書第30条

第2項の規定に基づき検査の結果を受注者に通知するものとする。 

 

第１２１条 条件変更等 
１．調査職員が、受注者に対して測量業務内容の変更又は設計図書の訂正（以下「測量業

務の変更」という。）の指示を行う場合は、指示書によるものとする。 

２．受注者は、設計図書で明示されていない履行条件について予期できない特別な状態が

生じた場合、直ちにその旨を調査職員に報告し、その確認を求めなければならない。 

なお、「予期することができない特別の状態」とは以下のものをいう。 

(１) 第１１６条第１項に定める現地への立入りが不可能となった場合。 

(２) 天災その他の不可抗力による損害。 

(３) その他、発注者と受注者が協議し当該規定に適合すると判断した場合。 

 

第１２２条■契約変更 
１．発注者は、次の各号に掲げる場合において、測量業務契約の変更を行うものとする。 

(１) 測量業務内容の変更により契約金額に変更を生じる場合 

(２) 履行期間の変更を行う場合 

(３) 調査職員と受注者が協議し、測量業務施行上必要があると認められる場合 

(４) 契約書第29条の規定に基づき契約金額の変更に代える設計図書の変更を行う場合 

(５) 臨機の措置を行った場合 

２．発注者は、前項の場合において、変更する契約図書を次の各号に基づき作成するもの

とする。 

(１) 第１２１条の規定に基づき調査職員が受注者に指示した事項 

(２) 測量業務の一時中止に伴う増加費用及び履行期間の変更等決定済の事項 

(３) その他発注者又は調査職員と受注者との協議で決定された事項 

３．契約変更の内容等については、発注者と受注者が適正な契約関係のもとに設計変更が

円滑に行われるよう「土木設計業務等変更ガイドライン」に基づき協議するものとする。 

 

第１２３条 履行期間の変更 
１．発注者は、受注者に対して測量業務の変更の指示を行う場合において履行期間変更協

議の対象であるか否かを合わせて事前に通知しなければならない。 

２．発注者は、履行期間変更協議の対象であると確認された事項及び測量業務の一時中止

を指示した事項であっても、残履行期間及び残業務量等から履行期間の変更が必要でな

いと判断した場合には、履行期間変更を行わない旨の協議に代えることができるものと

する。 

３．受注者は、契約書第21条の規定に基づき、履行期間の延長が必要と判断した場合には、

履行期間の延長理由、必要とする延長日数の算定根拠、変更工程表その他必要な資料を

発注者に提出しなければならない。 

４．契約書第22条に基づき、発注者の請求により履行期間を短縮した場合は、受注者は速

やかに業務工程表を修正し提出しなければならない。 

 

第１２４条 一時中止 
１．契約書第19条第1項の規定により、次の各号に該当する場合において発注者は受注者に

通知し、必要と認める期間、測量業務の全部又は一部を一時中止させることができるも
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のとする。 

なお、暴風、豪雨、洪水、高潮、地震、地すべり、落盤、火災、騒乱、暴動その他自

然的又は人為的な事象（以下「天災等」という。）による測量業務の中断については、

第１３３条臨機の措置により、受注者は適切に対応しなければならない。 

(１) 第三者の土地等への立入り許可が得られない場合 

(２) 関連する他の業務等の進捗が遅れたため、測量業務の続行を不適当と認めた場合 

(３) 環境問題等の発生により測量業務の続行が不適当又は不可能となった場合 

(４) 天災等により測量業務の対象箇所の状態が変動した場合 

(５) 第三者及びその財産、受注者、使用人等並びに調査職員の安全確保のため必要があ

ると認めた場合 

(６) 前各号に掲げるものの他、発注者が必要と認めた場合 

２．発注者は、受注者が契約図書に違反し、又は調査職員の指示に従わない場合等、調査

職員が必要と認めた場合には測量業務の全部又は一部の一時中止を命ずることができる

ものとする。 

３．前２項の場合において、受注者は測量業務の現場の保全については調査職員の指示に

従わなければならない。 

 

第１２５条 発注者の賠償責任 
１．発注者は、以下の各号に該当する場合、損害の賠償を行わなければならない。 

(１) 契約書第26条に規定する一般的損害、契約書第27条に規定する第三者に及ぼした損

害について発注者の責に帰すべき損害とされた場合 

(２) 発注者が契約に違反し、その違反により契約の履行が不可能となった場合 

 

第１２６条 受注者の賠償責任等 
１．受注者は、以下の各号に該当する場合、損害の賠償又は履行の追完を行わなければな

らない。 

(１) 契約書第26条に規定する一般的損害、契約書第27条に規定する第三者に及ぼした損

害について、受注者の責に帰すべき損害とされた場合 

(２) 契約書第38条に規定する契約不適合責任として請求された場合 

(３) 受注者の責により損害が生じた場合 

 

第１２７条 部分使用 
１．発注者は、次の各号に掲げる場合において、契約書第32条の規定に基づき、受注者に

対して部分使用を請求することができるものとする。 

(１) 別途測量業務等の使用に供する必要がある場合 

(２) その他特に必要と認められた場合 

２．受注者は、部分使用に同意した場合は、部分使用同意書を発注者に提出するものとす

る。 

 

第１２８条 再委託 
１．契約書第６条第１項に規定する「主たる部分」とは次の各号に掲げるものをいい、受

注者はこれを再委託することはできない。 

(１) 測量業務における総合的企画、業務遂行管理及び技術的判断等 

２．契約書第６条第３項ただし書きに規定する「軽微な部分」は、コピー、ワープロ、印
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刷、製本、速記録の作成、トレース、計算処理（単純な電算処理に限る）、データ入力、

アンケート票の配布、資料の収集・単純な集計、電子納品の作成補助、測量機器等の賃

借その他特記仕様書に定める事項とする。 

３．受注者は、第１項及び第２項に規定する業務以外の再委託にあたっては、発注者の承

諾を得なければならない。 

４．受注者は、測量業務を再委託に付する場合、書面により協力者との契約関係を明確に

しておくとともに、協力者に対し適切な指導、管理のもとに測量業務を実施しなければ

ならない。 

なお、協力者は、秋田県の建設コンサルタント業務等入札参加資格者である場合は、

秋田県の指名停止期間中であってはならない。 

 

第１２９条 成果物の使用等 
１．受注者は、契約書第５条第４項の定めに従い、発注者の承諾を得て単独で又は他の者

と共同で、成果物を発表することができる。 

２．受注者は、著作権、特許権その他第三者の権利の対象となっている測量方法等の使用

に関し、設計図書に明示がなく、その費用負担を契約書第７条に基づき発注者に求める

場合には、第三者と補償条件の交渉を行う前に発注者の承諾を受けなければならない。 

 

第１３０条 守秘義務 
１．受注者は、契約書第１条第５項の規定により、業務の実施過程で知り得た秘密を第三

者に漏らしてはならない。 

２．受注者は、当該業務の結果（業務処理の過程において得られた記録等を含む。）を第

三者に閲覧させ、複写させ、又は譲渡してはならない。ただし、あらかじめ発注者の承

諾を得たときはこの限りではない。 

３．受注者は、本業務に関して発注者から貸与された情報その他知り得た情報を第１１２

条に示す業務計画書の業務組織計画に記載される者以外には秘密とし、また、当該業務

の遂行以外の目的に使用してはならない。 

４．受注者は、当該業務に関して発注者から貸与された情報、その他知り得た情報を当該

業務の終了後においても第三者に漏らしてはならない。 

５．取り扱う情報は、アクセス制限、パスワード管理等により適切に管理するとともに、

当該業務のみに使用し、他の目的には使用しないこと。また、発注者の許可なく複製・

転送等しないこと。 

６．受注者は、当該業務完了時に、業務の実施に必要な貸与資料（書面、電子媒体）につ

いて、発注者への返却若しくは消去又は破棄を確実に行うこと。 

７．受注者は、当該業務の遂行において貸与された発注者の情報の外部への漏洩若しくは

目的外利用が認められ又そのおそれがある場合には、これを速やかに発注者に報告する

ものとする。 

 

第１３１条 個人情報の取扱い 
１．基本的事項 

受注者は、個人情報の保護の重要性を認識し、この契約による事務を処理するための

個人情報の取扱いに当たっては、個人の権利利益を侵害することのないよう、個人情報

の保護に関する法律（平成15年5月30日法律第57号）、行政機関の保有する個人情報の保

護に関する法律（平成15年5月30日法律第58号）、行政手続における特定の個人を識別す

る番号の利用等に関する法律（平成25年法律第27号）等関係法令に基づき、次に示す事

項等の個人情報の漏えい、滅失、改ざん又は毀損の防止その他の個人情報の適切な管理
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のために必要な措置を講じなければならない。 

２．秘密の保持 

受注者は、この契約による事務に関して知り得た個人情報の内容をみだりに第三者に

知らせ、又は不当な目的に使用してはならない。この契約が終了し、又は解除された後

においても同様とする。 

３．取得の制限 

受注者は、この契約による事務を処理するために個人情報を取得するときは、あらか

じめ、本人に対し、その利用目的を明示しなければならない。また、当該利用目的の達

成に必要な範囲内で、適正かつ公正な手段で個人情報を取得しなければならない。 

４．利用及び提供の制限 

受注者は、発注者の指示又は承諾があるときを除き、この契約による事務を処理する

ための利用目的以外の目的のために個人情報を自ら利用し、又は提供してはならない。 

５．複写等の禁止 

受注者は、発注者の指示又は承諾があるときを除き、この契約による事務を処理する

ために発注者から提供を受けた個人情報が記録された資料等を複写し、又は複製しては

ならない。 

６．再委託の禁止及び再委託時の措置 

受注者は、発注者の指示又は承諾があるときを除き、この契約による事務を処理する

ための個人情報については自ら取り扱うものとし、第三者にその取り扱いを伴う事務を

再委託してはならない。 

なお、再委託に関する発注者の指示又は承諾がある場合においては、個人情報の

適切な管理を行う能力を有しない者に再委託することがないよう、受注者において

必要な措置を講ずるものとする。 
７．事案発生時における報告 

受注者は、個人情報の漏えい等の事案が発生し、又は発生するおそれがあることを知

ったときは、速やかに発注者に報告し、適切な措置を講じなければならない。なお、発

注者の指示があった場合はこれに従うものとする。また、契約が終了し、又は解除され

た後においても同様とする。 

８．資料等の返却等 

受注者は、この契約による事務を処理するために発注者から貸与され、又は受注者が

収集し、若しくは作成した個人情報が記録された資料等を、この契約の終了後又は解除

後速やかに発注者に返却し、又は引き渡さなければならない。ただし、発注者が、廃棄

又は消去など別の方法を指示したときは、当該指示に従うものとする。 

９．管理の確認等 

（１）受注者は、取扱う個人情報の秘匿性等その内容に応じて、この契約による事務に係

る個人情報の管理の状況について、年１回以上発注者に報告するものとする。なお、

個人情報の取扱いに係る業務が再委託される場合は、再委託される業務に係る個人

情報の秘匿性等その内容に応じて、再委託先における個人情報の管理の状況につい

て、受注者が年１回以上の定期的検査等により確認し、発注者に報告するものとす

る。 

（２）発注者は、受注者における個人情報の管理の状況について適時確認することができ

る。また、発注者は必要と認めるときは、受注者に対し個人情報の取り扱い状況に

ついて報告を求め、又は検査することができる。 

10．管理体制の整備 

受注者は、この契約による事務に係る個人情報の管理に関する責任者を特定するなど

管理体制を定め、第１１２条で示す業務計画書に記載するものとする。 

11．従事者への周知 

受注者は、従事者に対し、在職中及び退職後においてもこの契約による事務に関して

知り得た個人情報の内容をみだりに第三者に知らせ、又は不当な目的に使用してはなら
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ないことなど、個人情報の保護に関して必要な事項を周知しなければならない。 

 

第１３２条■安全等の確保 
１．受注者は、屋外で行う測量業務の実施に際しては、測量業務関係者だけでなく、付近

住民、通行者、通行車両等の第三者の安全確保のため、次の各号に掲げる事項を遵守し

なければならない。 

(１) 受注者は「土木工事安全施工技術指針」（国土交通省大臣官房技術審議官通知令和

2年3月）、「土木工事等施工技術安全指針」（平成22年3月31日付け21農振第2371

号農林水産省農村振興局整備部長名）、「森林土木工事安全施工技術指針」（林野

庁森林整備部長通知、平成29年11月10日）、「港湾海洋調査安全管理指針」を参考

にして常に測量の安全に留意し現場管理を行い災害の防止を図らなければならない。 

(２) 受注者は、測量業務現場に別途測量業務又は工事等が行われる場合は相互協調して

業務を遂行しなければならない。 

(３) 受注者は、測量業務実施中施設等の管理者の許可なくして、流水及び水陸交通の妨

害、公衆の迷惑となるような行為、作業をしてはならない。 

２．受注者は、特記仕様書に定めがある場合には、所轄警察署、所轄海上保安部、道路管

理者、鉄道事業者、河川管理者、港湾管理者、労働基準監督署等の関係者及び関係機

関と緊密な連絡を取り、測量業務実施中の安全を確保しなければならない。 

３．受注者は、屋外で行う測量業務の実施に当たり、事故等が発生しないよう使用人等に

安全教育の徹底を図り、指導、監督に努めなければならない。 

４．受注者は、屋外で行う測量業務の実施にあたっては安全の確保に努めるとともに、労

働安全衛生法等関係法令に基づく措置を講じておくものとする。 

５．受注者は、屋外で行う測量業務の実施にあたり、災害予防のため、次の各号に掲げる

事項を厳守しなければならない。 

(１) 受注者は、建設工事公衆災害防止対策要綱（国土交通省告示第496号令和元年９月

２日）（農林水産大臣官房地方課長通知平成５年２月１日）を遵守して災害の防止

に努めなければならない。 

(２) 屋外で行う測量業務に伴い伐採した立木等を野焼きしてはならない。 

なお、処分する場合は関係法令を遵守するとともに、関係官公署の指導に従い、必

要な措置を講じなければならない。 

(３) 受注者は、喫煙等の場所を指定し、指定場所以外での火気の使用を禁止しなければ

ならない。 

(４) 受注者は、ガソリン、塗料等の可燃物を使用する必要がある場合には、周辺に火気

の使用を禁止する旨の標示を行い、周辺の整理に努めなければならない。 

(５) 受注者は、測量業務現場に関係者以外の立入りを禁止する場合は、仮囲い、ロープ

等により囲うとともに立入り禁止の標示をしなければならない。 

６．受注者は、爆発物等の危険物を使用する必要がある場合には、関係法令を遵守すると

ともに、関係官公署の指導に従い、爆発等の防止の措置を講じなければならない。 

７．受注者は、屋外で行う測量業務の実施にあたっては豪雨、豪雪、出水、地震、落雷等

の自然災害に対して、常に被害を最小限にくい止めるための防災体制を確立しておかな

ければならない。災害発生時においては第三者及び使用人等の安全確保に努めなければ

ならない。 

８．受注者は、屋外で行う測量業務実施中に事故等が発生した場合は、直ちに調査職員に

報告するとともに、調査職員が指示する様式により事故報告書を速やかに調査職員に提

出し、調査職員から指示がある場合にはその指示に従わなければならない。 
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９．受注者は、業務における作業の安全確保のため次の事項を行うものとする。 

(1) 気象・海象状況等に関して、常時注意を払うものとする。 

(2) 作業時に危険を予知した場合は、ただちに作業を中止し、使用人等を安全な場所

に避難させるものとする。 

(3) 異常箇所の点検、原因の調査等を行う場合は、二次災害防止のための応急措置を

行った後、注意して行うものとする。 

10．受注者は、海上若しくは海中に調査用機器等を設置する場合、事故防止のため浮標灯

等を特記仕様書の定めにより設けるものとする。 

11．受注者は、次の場合、航行船舶に十分注意し、見張り等を強化するなど事故防止に努

めるものとする。 

(1) 業務用作業船等が船舶の輻輳している区域を航行する場合 

(2) 作業区域への船舶の進入が予想される場合 

なお、特記仕様書に作業時間帯の定めのある場合は、それに従うものとする。 

12．受注者は、船舶の航行又は漁業の操業に支障をきたす恐れのある物体を海中に落とし

た場合、直ちに、その物体を取り除くものとする。 

  なお、ただちに取り除けない場合は、ただちに標識を設置して危険箇所を明示し、調

査職員及び関係官公庁に通知するものとする。 

13．受注者は、作業船舶・機械が故障した場合、安全の確保に必要な措置を講じるものと

する。 

なお、故障により二次災害を招く恐れがある場合は、ただちに応急の措置を講じると

ともに調査職員及び関係官公庁に通知するものとする。 

14．受注者は、作業中に機雷、爆弾等の爆発物を発見又は拾得した場合、調査職員及び関

係官公庁へただちに通知し、指示を受けるものとする。 

15．受注者は、残存爆発物があると予測される区域で業務を行う場合、その業務に従事す

る作業船及びその乗組員並びに機械等及びその作業員について特記仕様書の定めるとこ

ろにより、水雷保険、傷害保険及び動産総合保険を付保するものとする。 

16．受注者は、潜水業務を伴う場合、「港湾工事等潜水作業従事者配置要領」により潜水

士を配置するものとする。 

 

第１３３条 臨機の措置 
１．受注者は、災害防止等のため必要があると認めるときは、臨機の措置をとらなければ

ならない。また、受注者は、措置をとった場合には、その内容を調査職員に報告しなけ

ればならない。 

２．調査職員は、天災等に伴い、成果物の品質又は工程に関して、業務管理上重大な影響

を及ぼし、又は多額な費用が必要と認められるときは、受注者に対して臨機の措置をと

ることを請求することができるものとする。 

 

第１３４条 履行報告 
受注者は、契約書第14条の規定に基づき、履行報告書を作成し、調査職員に提出しなけ

ればならない。 

 

第１３５条 屋外で作業を行う時期及び時間の変更 
１．受注者は、設計図書に屋外で作業を行う期日及び時間が定められている場合でその時

間を変更する必要がある場合は、あらかじめ調査職員と協議するものとする。 

２．受注者は、設計図書に屋外で作業を行う期日及び時間が定められていない場合で、閉
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庁日又は夜間に作業を行う場合は、事前に理由を付した書面によって調査職員に提出し

なければならない。 

 

第１３６条 環境保全 
１．受注者は、環境保全のため、関係法令及び条例を遵守し、業務の遂行により発生する

恐れのある騒音、振動、大気汚染、水質汚濁等の防止対策を業務計画及業務の実施段階

の各々で検討・実施するものとする。 
２．受注者は、業務遂行中に環境が阻害される恐れが生じ又は発生した場合、ただちに応

急措置を講じ、調査職員に通知するものとする。 
また、受注者は、必要な環境保全対策を立て調査職員の承諾を得て、又は調査職員の

指示に基づいて環境の保全に努めるものとする。 
３．受注者は、業務に使用する作業船等から発生した廃油等を「海洋汚染及び海上災害の

防止に関する法律」に基づき適切な措置をとるものとする。 
４．受注者は、海中に調査用資材等が落下しないよう措置を講じるものとする。 

また、調査の残材等を海中に投棄してはならない。落下物が生じた場合は、受注者は

自らの負担で撤去し、処理するものとする。 
 

第１３７条 環境方針 
秋田県は県の事務事業において、環境にやさしい行動が定着することを目指し、環境に

与える負荷を低減する取り組みを継続的に推進している。受注者は調査職員と協議を行い、

県の環境方針の基本理念、基本方針を具体的に公共事業に反映させるように努めなければ

ならない。 

 

第１３８条 行政情報流出防止対策の強化 
１．受注者は、本業務の履行に関する全ての行政情報について適切な流出防止対策をとり、

第１１２条で示す業務計画書に流出防止策を記載するものとする。 

２．受注者は、以下の業務における行政情報流出防止対策の基本的事項を遵守しなければ

ならない。 

（関係法令等の遵守） 

行政情報の取り扱いについては、関係法令を遵守するほか、本規定及び発注者の指

示する事項を遵守するものとする。 

（行政情報の目的外使用の禁止） 

   受注者は、発注者の許可無く本業務の履行に関して取り扱う行政情報を本業務の目

的以外に使用してはならない。 

（社員等に対する指導） 

１）受注者は、受注者の社員、短時間特別社員、特別臨時作業員、臨時雇い、嘱託及

び派遣労働者並びに取締役、相談役及び顧問、その他全ての従業員（以下「社員等」

という。）に対し行政情報の流出防止対策について、周知徹底を図るものとする。   

２）受注者は、社員等の退職後においても行政情報の流出防止対策を徹底させるもの

とする。 

３）受注者は、発注者が再委託を認めた業務について再委託をする場合には、再委託

先業者に対し本規定に準じた行政情報の流出防止対策に関する確認・指導を行うこ
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と。 

（契約終了時等における行政情報の返却） 

   受注者は、本業務の履行に関し発注者から提供を受けた行政情報（発注者の許可を

得て複製した行政情報を含む。以下同じ。）については、本業務の実施完了後又は本

業務の実施途中において発注者から返還を求められた場合、速やかに直接発注者に返

却するものとする。本業務の実施において付加、変更、作成した行政情報についても

同様とする。  

（電子情報の管理体制の確保） 

  １）受注者は、電子情報を適正に管理し、かつ、責務を負う者（以下「情報管理責任

者」という。）を選任及び配置し、第１１２条で示す業務計画書に記載するものと

する。 

２）受注者は次の事項に関する電子情報の管理体制を確保しなければならない。 
イ 本業務で使用するパソコン等のハード及びソフトに関するセキュリティ対策 
ロ 電子情報の保存等に関するセキュリティ対策 
ハ 電子情報を移送する際のセキュリティ対策 
 

（電子情報の取り扱いに関するセキュリティの確保） 
   受注者は、本業務の実施に際し、情報流出の原因につながる以下の行為をしてはな

らない。 
   イ 情報管理責任者が使用することを認めたパソコン以外の使用 
   ロ セキュリティ対策の施されていないパソコンの使用 
   ハ セキュリティ対策を施さない形式での重要情報の保存 
   ニ セキュリティ機能のない電磁的記録媒体を使用した重要情報の移送 
   ホ 情報管理責任者の許可を得ない重要情報の移送 
（事故の発生時の措置） 
  １）受注者は、本業務の履行に関して取り扱う行政情報について何らかの事由により

情報流出事故にあった場合には、速やかに発注者に届け出るものとする。 
  ２）この場合において、速やかに、事故の原因を明確にし、セキュリティ上の補完措

置をとり、事故の再発防止の措置を講ずるものとする。 
３．発注者は、受注者の行政情報の管理体制等について、必要に応じ、報告を求め、検査

確認を行う場合がある。 

 
第１３９条 暴力団員等による不当介入を受けた場合の措置 

１．受注者は、暴力団員等による不当介入を受けた場合は、断固としてこれを拒否するこ

と。 
  また、不当介入を受けた時点で速やかに警察に通報を行うとともに、捜査上必要な協

力を行うこと。下請負人等が不当介入を受けたことを認知した場合も同様とする。 
２．１．により警察に通報又は捜査上必要な協力を行った場合には、速やかにその内容を

発注者に報告すること。 
３．１．及び２．の行為を行ったことが確認された場合は、指名停止等の措置を講じるこ
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とがある。 
４．暴力団員等による不当介入を受けたことにより工程に遅れが生じる等の被害が生じた

場合は、発注者と協議しなければならない。 
 

第１４０条 保険加入の義務 
１．受注者は、雇用保険法、労働者災害補償保険法、健康保険法及び厚生年金保険法の規

定により、雇用者等の雇用形態に応じ、雇用者等を被保険者とするこれらの保険に加入

しなければならない。 
２．受注者は、現場作業が発生する場合は、法定外の労災保険に付さなければならない。 
 

第１４１条 新技術の活用について 
  受注者は、新技術情報提供システム（NETIS)等を利用することにより、活用すること

が有用と思われるNETIS 登録技術が明らかになった場合は、調査職員に報告するものと

する。 
受注者は、「公共工事等における新技術活用システム」に基づきNETIS に登録されて

いる技術を活用して業務を実施する場合には、以下の各号に掲げる措置をしなければな

らない。 
受注者は、「公共工事等における新技術活用の促進について」（平成26 年3 月28日、

国官総第344 号、国官技第319 号）、「「公共工事等における新技術活用システム」実

施要領について」（平成26 年3 月28 日、国官総第３４５号、国官技第３２０号、国営施

第１７号、国総施第１４１号）による必要な措置をとるものとする。 
１． 受注者は、発注者指定型によりNETIS 登録技術の活用が設計図書で指定されている

場合は当該業務が完了次第活用効果調査表を発注者へ提出しなければならない。た

だし、活用効果評価の結果、継続調査が不要と判断された技術（NETIS 登録番号の

末尾が「-VE」とされている技術）は活用効果調査表の提出を要しない。 
２． 受注者は、施工者希望型によりNETIS 登録技術を活用した業務を行う場合、新技術

活用計画書を発注者に提出しなければならない。また、当該業務が完了次第活用効

果調査表を発注者へ提出しなければならない。ただし、活用効果評価の結果、継続

調査が不要と判断された技術（NETIS 登録番号の末尾が「-VE」とされている技術）

は活用効果調査表の提出を要しない。 
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第２編 事業別編 
 

第１章 港湾事業の測量 
 
第１節 総則 

第２０１条■適用の範囲 
１．本章は、港湾事業の測量に関する事項を取り扱うものとする。 
２．本章に特に定めのない事項は、特記仕様書及び図面、第1編 共通編、国土交通省 
公共測量作業規程及び同運用基準の定めによるものとする。 

 
第２０２条 情報管理体制 
１．受注者は、本業務で知り得た保護すべき情報（契約を履行する一環として受注者が

収集、整理、作成等した情報であって、保護を要さない情報であることを発注者が同

意していない一切の情報をいう。以下同様。）を適切に管理するため、次の履行体制

を確保すること。なお、発注者から同意を得た「情報取扱者名簿及び情報管理体制図」

に記載した情報に変更がある場合は、「情報取扱者名簿及び情報管理体制図の変更に

ついて」を提出し、再度発注者の同意（情報管理体制の変更同意について）を得るこ

と。 
（確保すべき履行体制） 
・本業務で知り得た保護すべき情報の取扱者は、当該業務の遂行のために最低限必要な

範囲の者とすること。 
・本業務で知り得た保護すべき情報は、情報取扱者名簿に記載のある者以外に伝達又は

漏洩されないことを保証する履行体制を有していること。 
・受注者は、発注者が同意した場合を除き、受注者に係る親会社、地域統括会社、ブラ

ンド・ライセンサー、フランチャイザー、コンサルタント等から「指導、監督、業務

支援、助言、監査等」を受ける場合であっても、それらの者に本業務で知り得た保護

すべき情報について伝達又は漏洩してはならない。 
２．本業務で知り得た保護すべき情報について、情報取扱者以外の者に開示又は漏洩し

てはならない。ただし、発注者が同意した場合はこの限りではない。 
３．業務履行完了後における本業務で知り得た保護すべき情報に関する資料等の取扱い

（返却・削除等）については、発注者の指示に従うこと。 
４．本業務で知り得た保護すべき情報について、報道等での指摘も含め、漏洩等の事故

や恐れが判明した場合については、業務の履行中・履行後を問わず、事実関係等につ

いて直ちに担当部局へ報告すること。なお、秋田県が行う報告徴収や調査に必ず応じ

ること。 
 

第２節 深浅測量 
第２０３条 適用の範囲 
本節は、港湾事業の測量で深浅測量に関する事項を取り扱うものとする。 
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第２０４条 測量準備 
受注者は、測量を実施するに当り、必要な計画・準備を行わなければならない。 

 
第２０５条 基準点測量 
受注者は、測量に用いる基準点として、地方整備局又は海上保安庁海洋情報部（以下

「海洋情報部」という。）等の既設点を用いなければならない。 

ただし、やむを得ない事由により前述の既設点が使用できない場合は、次の方法によ

り必要な基準点を決定してもよい。 

１．主要基準点は、国土地理院の三角点、多角点、電子基準点及び公共測量に基づく三

角点及び多角点を基準として用いなければならない。 

２．深浅測量に必要な補助基準点は、主要基準点を基準としなければならない。 

３．主要基準点の測定は、三角測量、多角測量又はGNSS測量によらなければならない。

また、補助基準点の測定は、三角測量、多角測量、GNSS測量、又は前方交会法若し 

くは後方交会法によらなければならない。 

ただし、後方交会法の場合は、主要基準点からの位置の線を併用しなければらない。 

４．三角測量の辺長計算は、２個以上の三角形を使用するか既知辺を含む三角形で計算

するものとする。算出した辺長を用いて座標計算を行うものとする。 

なお、座標値の較差は、次のとおりとする。 

主要基準点： 30㎝以内 

補助基準点： 50㎝以内 

５．多角測量は、節点に既知点を含んで行い、座標計算を行わなければならない。 

なお、座標値の閉合差は、次のとおりとする。 

主要基準点： 30㎝以内 

補助基準点： 50㎝以内 

６．GNSS測量の観測方法は、２点の同時観測による干渉法とし、既知点に結合するよう

に行い、座標計算するものとする。 

なお、座標値の標準偏差は、次のとおりとする。 

主要基準点： 15㎝以内 

補助基準点： 25㎝以内 

７．交会法の座標計算は、３か所以上の基準点を用いて行わなければならない。 

なお、座標値の較差は、次のとおりとする。 

主要基準点： 30㎝以内 

補助基準点： 50㎝以内 

８．測量機器は、必要な精度を考慮して選定したものを用いるものとする。 

  なお、ＧＮＳＳを使用する場合は、当該契約の実施区域において行った精度の確認

結果を添えて使用申請を調査職員に提出し、承諾を得なければならない。 

 
第２０６条 簡易検潮等 
受注者は、検潮所の新設を行う場合、設計図書に定める検潮器の設置位置、機種及び

方法により検潮しなければならない。 

 
第２０７条 水深測量 

 １．検潮 
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（１）受注者は、設計図書に定める既設の検潮所を使用して、検潮しなければならない。 

（２）受注者は、次により検潮しなければならない。 

①検潮記録を利用する場合は、機器の作動状況、基準面等を調査する。 

②検潮記録の縮率、潮高伝達の遅れ等に起因する潮高の誤差は、検潮器と副標との

比較観測（相次ぐ高低潮を含む連続観測を２回以上）によって、これを求め、補

正する。 

③検潮器の自記ペンの示す時刻の遅速及び副標との潮高比較を１日１回以上観測し

て記録する。 

（３）受注者は、設計図書の定めにより検潮基準面と基本水準標との高低差を求めるた

めの水準測量を行う。 

①T.P.との関係を求める場合は、使用したG.S.B.M.の公表平均成果年度を明記する。 

②水準測量成果図には関係する各固定点間の高低差値を明記する。 

２．最低水面及び平均水面 

受注者は、最低水面又は平均水面を示す値が存在しないか又は存在してもその値の

確認が必要な場合（地盤変動等により基本水準標の標高が不確定と思われる場合等）

には、長期間にわたって観測を行っている測量地に近い検潮所（基準検潮所）と測量

地検潮所との一定の期間の平均水面と比較して測量地検潮所の平均水面を求め､この面

から海上保安庁海洋情報部ホームページ（https://www1.kaiho.mlit.go.jp）の平均水

面、最高水面及び最低水面の高さに関する告示に掲げられたＺ０区分帯によるＺ０を

減じた面を最低水面とする。 

 ＤＬ ＝Ａ０´－Ｚ０ 

 Ａ０´＝Ａ１´＋（Ａ０－Ａ１） 

 

ここで ＤＬ ：最低水面 

Ａ０    ：基準検潮所の平均水面 

Ａ０´：測量地検潮所の平均水面 

Ａ１    ：基準検潮所の短期平均水面 

Ａ１´：測量地検潮所の短期平均水面 

Ｚ０    ：平均水面から最低水面までの値 

 

３．水深測量 

（１）受注者は、設計図書に定める区域について水深測量を行わなければならない。 

（２）海上測位 

①受注者は、海上位置測量に使用する機器は衛星測位機等とし、海上測位位置の精

度は、特級水域では±２ｍ、1a級水域及び1b級水域では±５ｍを確保できるもの

を使用しなければならない。 

②受注者は、海上測位位置の線の交角を30゜～150゜の範囲内に収めなければならな

い。 

③受注者は、法面勾配確認を行う場合、法肩又は法尻法線に直角に測定しなければ

ならない。 

（３）測深 

①測深機器 

受注者は、音響測深機（単素子、多素子、スワス音響測深機含む）及びレーザー

測深機、測鉛等により測深を行うものとし、使用する音響測深機は「表２－１音

響測深機の性能（水深100ｍ未満）」に示す性能以上のものとする。 
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なお、設計図書に定めがなく、表２－１に示す性能以上の音響測深機により難い

場合は、測量に先立ち調査職員に測深方法の承諾を得なければならい。 

 

表２－１ 音響測深機の性能（水深100ｍ未満） 

項 目 性 能 

シングルビーム音響測深機(多素子音響測深機を含む) 

仮定音速度 

発振周波数 

 

送受波器の指向角 

紙送り速度 

最小目盛 

1500m/s 

90～230kHz(水深31m未満) 

30～230kHz(水深31m～100m未満) 

半減半角8°以下 

20mm/min以上 

0.2m以下 

スワス音響測深機（マルチビーム） 

仮定音速度 

発振周波数 

レンジ分解能 

測深ビーム方式 

測深ビーム幅 

1500m/s 

200kHz以上 

5cm以下 

ミルズクロス方式 

2度以下×2度以下 

スワス音響測深機（インターフェロメトリ） 

発振周波数 

レンジ分解能 

仮定音速度 

受信素子数 

100～500kHz 

5cm以下 

1500m/s 

4個以上 

※スワス音響測深機は、マルチビーム音響測深機及び位相差式（インターフェロ

メトリ）音響測深機（受信素子数が4個以上のものに限る。）で船体に固定して

使用するものをいう。 

 

② 測深及び水深改正 

イ）受注者は、音響測深法によって得られた水深値について潮位、音速度、喫水

等より諸改正を行わなければならない。 

ロ）受注者は、音響測深機の機械的誤差及び水中音波速度の変化等による改正量

をバーチェック法若しくは音速度計により求めなければならない。ただし、こ

れらによれない場合は、水温、塩分等の測定を行って海水中の音速度を算出し

なければならない。バーチェック法以外の方法による場合でも喫水の確認は行

わなければならない。 

ハ）受注者は、バーチェック法等による水中音速度の測定を１日１回、測深海域

の最深部で行うものとする。ただし、アナログ記録で処理する時は音響測深機

のベルト及びペンの調整又はそれらの交換を行った場合は、その都度、そのバ

ーチェックを行わなければならない。 

ニ）受注者は、バーチェック法による場合は、バーを深度30ｍまでは２ｍごと、

30ｍ以深は５ｍごとに行い、上げ下げの平均値から改正値を求めなければなら

ない。 

③作業条件 

受注者は、海面が平穏で視界が良好な作業条件で測深作業を行わなければならな

い。 

（４）測深間隔 

受注者は、設計図書に定める測深間隔で測深しなければならない。 
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４．測量結果の整理及び解析 

受注者は、設計図書の定めにより観測記録の整理及び解析を行わなければならない。 

 
第２０８条 成 果 
１．受注者は、成果物の種類、体裁、提出部数及びその他必要事項は、第１１７条成果

物の提出及び設計図書の定めによらなければならない。 

２．受注者は、必要に応じ次に掲げる内容を記載した報告書、測深図を作成し、資料と

ともに調査職員に提出しなければならない。 

（１）報告書 

・件名 

・測量場所 

・測量期間 

・測量区域図 

・測量機器 

・測定方法 

・地形解析結果 

・測量結果と考察 

（２）図面 

・測深図 

（３）測量資料 

・航跡図 

・測定帳簿（測角簿、測距簿、測深簿、測深誘導簿、検潮簿、基準点計算簿） 

・測定記録（音響測深記録、検潮記録、電波又はGNSS測位記録） 

 
第２０９条 照 査 

 １．受注者は、設計図書に定めのある場合、照査技術者により照査を行わなければなら

ない。 

 ２．照査技術者とは、測量業務の履行ついて技術上の照査をつかさどる者で、受注者が

定め発注者に通知した者をいう。 

 ３．照査技術者は、設計図書に定める資格要件を満たす者でなければならない。 

 ４．照査技術者は、照査計画を作成して業務計画書に記載し、照査に関する事項を定め

るものとする。 

 ５．照査技術者は、設計図書の定め又は調査職員の指示する節目に照査技術者自身によ

りその成果の照査を行うものとする。 

 ６．照査技術者は、業務完了時に照査結果を照査報告書にとりまとめ、照査技術者の署

名捺印のうえ管理技術者に提出するものとする。 

 ７．管理技術者は、第５項に規定する照査結果の確認を行うものとする。 

８．照査技術者が行う照査は、次に掲げる事項とする。 

（１）調査方針及び調査内容の適切性 

（２）測定記録と計算結果の整合性 

（３）測定記録と図面表現の整合性 

（４）既存資料、計画資料等との整合性 

（５）成果物の適切性 
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第３節 水路測量 
第２１０条 適用の範囲 

  本節は、港湾事業の測量で水路測量及びこれに準ずる測量に関する事項を取り扱うも

のとする。 
 

第２１１条 測量準備 
  測量準備は、第１節第２０４条測量準備を適用する。 
 

第２１２条 基準点測量 
 １．基準点測量は、第１節第２０５条基準点測量を適用する。 

２．最低水面及び平均水面は、第１節第２０７条水深測量、２．最低水面及び平均水面

を適用するものとする。 

 
第２１３条 簡易検潮等 
簡易検潮等は、第１節第２０６条簡易検潮等を適用する。 

 
第２１４条 水深測量 
１．検潮 

検潮は、第１節第２０７条水深測量、１．検潮を適用する。 

２．受注者は、設計図書に定める区域の水深測量を行わなければならない。 

３．海上測位は、第１節第２０７条水深測量３．水深測量（２）海上測位を適用する。 

４．測深 

（１）測深機器 

受注者は、音響測深機（単素子、多素子、スワス音響測深機を含む。）及びレー

ザー測深機、測鉛等により測深を行うものとし、使用する音響測深機は、「表２－

２ 音響測深機の性能（水深100ｍ未満）」に示す性能以上のものとする。 
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表２－２ 音響測深機の性能（水深100ｍ未満） 

項 目 性 能 
シングルビーム音響測深機(多素子音響測深機を含む) 
仮定音速度 
発振周波数 
 
送受波器の指向角 
 
紙送り速度 
最小目盛 

1500m/s 
90～230kHz(水深31m未満) 
30～230kHz(水深31～100m未満) 
半減半角8°以下 
斜測半減半角3°以下 
20mm/min以上 
0.2m以下 

スワス音響測深機（マルチビーム） 
仮定音速度 
発振周波数 
レンジ分解能 
測深ビーム方式 
測深ビーム幅 

1500m/s 
200kHz 
5cm以下 
ミルズクロス方式 
2度以下×2度以下 

スワス音響測深機（インターフェロメトリ） 
発振周波数 
レンジ分解能 
仮定音速度 
受信素子数 

100～500kHz 
5cm以下 
1500m/s 
4個以上 

※スワス音響測深機は、マルチビーム音響測深機及び位相差式（インターフェロメ

トリ）音響測深機（受信素子数が4個以上のものに限る。）で船体に固定して使用

するものをいう。 

 
（２）測深及び水深改正 

測深及び水深改正は、次に示す事項のほか、第１節２０７条水深測量、３．水深

測量、（３）測深、② 測深及び水深改正を適用する。 

①受注者は、直下測深値を採用しなければならない。 

ただし、斜測深の斜角度が５゜以内の場合は、斜測深の測深値を採用すること

ができるものとする。 

②受注者は、音波のカバーする範囲を拡大するため斜測深を使用することができ

るものとする。その場合送受波器の斜角度は20゜を超えてはならない。 

③受注者は、法面勾配確認を行う場合、法肩又は法尻法線に直角に測定するもの

とする。 

④ 受注者は、斜測深の記録上、掘下げ水深より浅い箇所のある傾向を認めた場合

は、直下測深により再度測深しなければならない。 

（３）作業条件は、第１節第２０７条水深測量、３．水深測量、(３）測深、③作業条件

を適用する。 

（４）音響測深の異常記録 

受注者は、音響測深記録上で付近の海底より突起しているもの又は、濃度が異な

るもの（以下これらを「異常記録」という。）がある場合、次の措置を講じなけれ
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ばならない。 

①異常記録が浮遊物、機械的雑音又は、海底突起物であるかを確認するため、再度

測深する。 

②異常記録が海底突起物の場合は、最浅部の水深と位置を測定し、レッドにより硬

軟を判別する。 

③海底から突起していないが、濃度が異なる場合は、その位置を測定し、レッドに

より硬軟を判別する。 

④次の各号に該当する場合は、再測、判別等の処理を省略できるものとする。 

イ）比高が0.5ｍ以下のもの。 

ロ）局所的な凹部に存在し、その水深が周囲の海底より深いもの。 

５．測深線間隔及び未測深幅 

（１）受注者は、水域の区分毎に「表２－３ 未測深幅」に示す未測深幅を満足するよう

に測深線間隔をとらなければならない。 

 

表２－３ 未測深幅 

水域の区分 使用機器 

未測深幅の上限 

底質が砂又は

泥質の場合 

底質が岩盤質

の場合 

特 級 
多素子音響測深機又はスワ

ス音響測深機 
0m 

一a級 

単素子音響測深機 2m 

左記の1/2 

多素子音響測深機 

（素子数が２つのものに限

る。） 

3m 

その他の機器 6m 

一b級 

航路、泊地

及びその付

近 

単素子音響測深機 8m 

多素子音響測深機 

(素子数が２つのものに限

る。) 

12m 

その他の機器 25m 

その他の水

域 

全ての機器 50m又は水深

の3倍のうち

大きい値 

「航路、泊地及びその付近」とは次の水域をいう。 

水路測量における測定又は調査の方法に関する告示（平成14年4月1日海上保安庁告示

第102号 平成21年3月31日 海上保安庁告示第110号一部改正） 

①別表第一「水域区分 特級」の「水域 一号から四号のいずれかに該当する水域。 

②係留施設（岸壁、係留浮標、係船くい、桟橋、浮桟橋、物揚場及び船揚場、シーバ

ース）の前面及びその付近。 

「その他の機器」は、多素子音響測深機（２素子以外）、スワス音響測深機又はレー

ザー測深機（1b級に限る。） 

 

（２）受注者は、構造物、障害物等の撤去跡の測量の場合、撤去されたことを確認でき

る測深線間隔を設定しなければならない。 

（３）受注者は、係船岸前面を測量する場合、防舷材前面から30m又は着岸最大船舶の船

幅の1.5倍のうち広い範囲まで行うものとし、未測深幅を防舷材前面から１ｍ以内と



秋田県測量業務共通仕様書[R５.10.1以降適用]  

■秋田県独自項目 

 
 

測量業務編 

- 26 - 

なるように測深しなければならない。 

（４）受注者は、測深結果から判断して調査職員が最浅部の確認が必要と認めた場合、

さらに密に測深をしなければならない。 

（５）受注者は、測量船の蛇行のため未測深幅が「表2－3 未測深幅」の規定量を超えた

場合、再度測量しなければならない。 

６．測量結果の整理及び解析 

受注者は、設計図書の定めにより測量結果を次に示す項目で整理及び解析を行うも

のとする。なお、これによらない場合は測量に先立って調査職員の承諾を得なければ

ならない。 

（１）航跡図の整理 

受注者は、10㎝間隔の格子点、水深測量に必要な基準点、海上測位点及び測深線

を記入した航跡図を作成しなければならない。 

①海上測位点は、｢・｣又は「・」で示し、実線で結ぶものとする。 

②海上測位点の記入誤差は、0.5㎜以内とする。 

③航跡図の縮尺は、測深図と同一とする。 

（２）水深測定資料の整理 

①受注者は、設計図書に定める水深線を音響測深記録紙上に引き、浅所又は深所

の有無を確認しなければならない。 

なお、浅所が確認された場合は、調査職員に通知しなければならない。 

②受注者は、浅い水深を優先に記録の読みとりを行わなければならない。なお、

読みとり間隔は、航跡図上10㎜ごととする。 

③受注者は、掘り下げ境界の海底地形を明確に把握できるよう掘り下げ区域の周

辺の水深を密に読みとらなければならない。 

（３）地形解析 

受注者は、測深図に基づき等深線を描画し、底質判別資料と対比して地形解析を

行わなければならない。 

（４）測深図 

①受注者は、設計図書に定める縮尺の図面を作成しなければならない。 

②受注者は、原則、メルカトル図法により作図しなければならない。 

③受注者は、測深海域周辺の基準点を記入し、経緯度値及び平面直角座標系座標

値を図面四隅の格子点に記入しなければならない。 

 （５）デジタル測量成果 

    受注者は、水路測量等で得られた水深、海岸線、等深線等の情報を位置及びその

他の属性として構成されたデータファイルであるデジタル測量成果を作成しなけれ

ばならない。 

    ①水深については、経緯度水深ファイルとする。 

    ②水深以外の地物については、国際水路機関が定める地理空間情報の基準に準拠

した地物ファイルとする。 

 
第２１５条 関連調査 
水路測量に際して、水路業務関連法令により必要となる付属調査を実施する。水路測

量に伴う調査については、現場条件により決定する。（底質判別、浮泥層調査、岸線測

量等） 

 



秋田県測量業務共通仕様書[R５.10.1以降適用]  

■秋田県独自項目 

 
 

測量業務編 

- 27 - 

第２１６条 成 果 
１．受注者は、成果物の種類、体裁、提出部数及びその他必要事項は、第１１７条成果

物の提出及び設計図書の定めによらなければならない。 

２．受注者は、成果物として次に掲げる内容を記載した報告書及び図面を作成し、資料

とともに調査職員に提出しなければならない。 

（１）報告書 

・件名 

・測量場所 

・測量期間 

・測量区域図 

・測量機器 

・測定方法 

・地形解析結果（岸線測量を実施した場合） 

・測量結果と考察 

（２）図 面 

・測深図 

（３）測量成果 

    ・デジタル測量成果 

    ・経緯度表※１ 

    ・水路測量標等記事※１ 

    ・検潮所基準測定成果（基本水準標の設置、高さの改定をした場合）※４ 

    ・基準面決定簿 

    ・メタ情報記録 

（４）測量資料 

・測定図（航跡図、原点図※１、岸測図※２、測深図※３、水深原稿図、拡大

水深原稿図等） 

・測定帳簿（測角簿※３、測距簿※３、測深簿、測深誘導簿、験潮簿、原点計

算簿※１、岸測簿※２等） 

・測定記録（音響測深記録、験潮記録※４、電波又はGNSS測位記録等） 

 ※１ 基準点測量を実施した場合。 

 ※２ 岸線測量を実施した場合。 

 ※３ GNSSを使用する場合は不要。 

 ※４ 検潮器を設置した場合。 

 
第２１７条 照 査 
１．受注者は、設計図書に定めのある場合、照査技術者により照査を行わなければなら

ない。 

２．照査技術者とは、測量業務の履行ついて技術上の照査をつかさどる者で、受注者が

定め発注者に通知した者をいう。 

 ３．照査技術者は、設計図書に定める資格要件を満たす者でなければならない。 

 ４．照査技術者は、照査計画を作成して業務計画書に記載し、照査に関する事項を定め

るものとする。 

 ５．照査技術者は、設計図書の定め又は調査職員の指示する節目に照査技術者自身によ

りその成果の照査を行うものとする。 
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 ６．照査技術者は、業務完了時に照査結果を照査報告書にとりまとめ、照査技術者の署

名捺印のうえ管理技術者に提出するものとする。 

 ７．管理技術者は、第５項に規定する照査結果の確認を行うものとする。 

８．照査技術者が行う照査は、次に掲げる事項とする。 

（１）調査方針及び調査内容の適切性 

（２）測定記録と計算結果の整合性 

（３）測定記録と図面表現の整合性 

（４）既存資料、計画資料等との整合性 

（５）成果物の適切性 

 
第４節 汀線測量 

第２１８条 適用の範囲 
本節は、港湾事業の測量で汀線測量に関する事項を取り扱うものとする。 

 
第２１９条 測量準備 
測量準備は、第１節第２０４条測量準備を適用する。 

 
第２２０条 基準点測量 
基準点測量は、第１節第２０５条基準点測量を適用する。 

 
第２２１条 水準測量 
１．水準測量 

受注者は、測量近辺に水準点がない場合は、国家水準点より主要な基準点の標高を

求めることを必要とする水準測量を実施しなければならない。 

２．縦断測量 

主要基準点及び補助基準点について往復水準測量を実施しなければならない。 

３．横断測量 

受注者は、設計図書の定めにより、主要基準点及び補助基準点を基準とし、汀線に

ほぼ直角方向へ10m間隔に基本水準面までの水準測量を実施しなければならない。なお、

測定間隔は特記仕様書の定めによる。 

 
第２２２条 成 果 
受注者は、下記項目及び設計図書の定めにより成果物を作成し、提出しなければなら

ない。 

・観測手簿 

・計算簿 

・成果表 

・線形図 

・線形地形図（杭打設点網図） 

・縦断図面 

・横断図面 

・詳細平面図 

・点の記 

・精度管理表 
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・その他資料 

 
第２２３条 照 査 
照査は、第１節第２０９条照査を適用する。 

 
第５節 地形測量 

第２２４条 適用の範囲 
本節は、港湾事業の測量で地形測量に関する事項を取り扱うものとする。 

 
第２２５条 測量準備 
測量準備は、第１節第２０４条測量準備を適用する。 

 
第２２６条 地形測量 

  TS等を用いる方法による細部測量については、「秋田県公共測量作業規程及び同規程

に係る運用基準」による。 
 

第２２７条 成 果 
成果は、第１節第２０８条成果を適用する。 

 
第２２８条 照 査 
照査は、第１節第２０９条照査を適用する。 

 
第６節 写真管理 

第２２９条 適用の範囲 
本節は、港湾事業の測量の写真(電子媒体によるものを含む)に関する事項を取り扱う

ものとする。 
 

第２３０条 撮影一般 
受注者は、業務の実施にあたり次の写真を撮影し、調査職員に提出するものとする。 

  （１）業務段階ごとの状況一般 
  （２）その他、特に調査職員が指示した箇所 
 

第２３１条 撮影構成 
１．受注者は、業務段階ごとの写真を現場条件の変更、臨機の措置、貸与物件、現場発

生品及び調査中の安全管理を対象とし、調査実施中における状況を把握できるように

撮影するものとする。 
２．受注者は、同じ業務内容を繰り返す場合、代表的な１サイクルを撮影し、他のサイ

クルの撮影を省略することができるものとする。 
３．受注者は、調査中の被災状況を撮影する場合、全景及び部分写真により被災前と被

災後の状況が比較できるように撮影するものとする。 
 

第２３２条 撮影方法 
（１）受注者は、被写体の状況、場所、時期、形状寸法の確認ができるように工夫して
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撮影するものとする。 
（２）受注者は、必要に応じて次の事項を記入した小黒板を入れ、撮影するものとする。 

   イ 業務名 
   ロ 種類 
   ハ 測点番号 
   ニ 略図 
   ホ 撮影場所 
   ヘ その他 
（３）写真は、カラー写真とする。 

 
第２３３条 整理 
受注者は、デジタル写真管理情報基準(案)及び測量成果電子納品要領(案)に基づいて

作成した電子データにより成果物を納品するものとする。 
ただし、調査職員の承諾があった場合はこの限りではない。 

 
第２３４条 写真管理 
受注者は、次により写真管理を行うものとする。 
 

工種 撮影区分 撮影項目 
撮影基準 

注意事項及び説明 
撮影箇所 撮影時期 

深浅測量 施工管理 基準点測量及

び設標 
測量及び設標状況 測量及び設標時 ・船名及び標識(形

象物)が判明できる

ように撮影 

 

・船上(海上)及び陸

上の作業状況撮影 

 

使用船舶・機

器等 
測量船 測量及び機器の

取付状況 
海上測位 使用機器 

海上測位作業時 海上測位作業状況 
測量船の誘導状況 

測深 使用機器 
測深作業時 測深作業状況 

ﾊﾞｰﾁｪｯｸ作業状況 
水路測量     深浅測量を適用する 
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第２章 空港事業の測量 
 
第１節 総則 

第３０１条■適用 
１．本章は、空港事業の測量に関する事項を取り扱うものとする。 
２．本章に特に定めのない事項は、特記仕様書及び図面、第1編 共通編、国土交通省 
公共測量作業規程及び同運用基準の定めによるものとする。 

 
第３０２条 情報管理体制 
１．受注者は、本業務で知り得た保護すべき情報（契約を履行する一環として受注者が

収集、整理、作成等した情報であって、保護を要さない情報であることを発注者が同

意していない一切の情報をいう。以下同様。）を適切に管理するため、次の履行体制

を確保すること。なお、発注者から同意を得た「情報取扱者名簿及び情報管理体制図」

に記載した情報に変更がある場合は、「情報取扱者名簿及び情報管理体制図の変更に

ついて」を提出し、再度発注者の同意（情報管理体制の変更同意について）を得るこ

と。 
（確保すべき履行体制） 
・本業務で知り得た保護すべき情報の取扱者は、当該業務の遂行のために最低限必要な

範囲の者とすること。 
・本業務で知り得た保護すべき情報は、情報取扱者名簿に記載のある者以外に伝達又は

漏洩されないことを保証する履行体制を有していること。 
・受注者は、発注者が同意した場合を除き、受注者に係る親会社、地域統括会社、ブラ

ンド・ライセンサー、フランチャイザー、コンサルタント等から「指導、監督、業務

支援、助言、監査等」を受ける場合であっても、それらの者に本業務で知り得た保護

すべき情報について伝達又は漏洩してはならない。 
２．本業務で知り得た保護すべき情報について、情報取扱者以外の者に開示又は漏洩し

てはならない。ただし、発注者が同意した場合はこの限りではない。 
３．業務履行完了後における本業務で知り得た保護すべき情報に関する資料等の取扱い

（返却・削除等）については、発注者の指示に従うこと。 
４．本業務で知り得た保護すべき情報について、報道等での指摘も含め、漏洩等の事故

や恐れが判明した場合については、業務の履行中・履行後を問わず、事実関係等につ

いて直ちに担当部局へ報告すること。なお、秋田県が行う報告徴収や調査に必ず応じ

ること。 
 

第３０３条 基準面 
   業務に用いる基準面は設計図書の定めによる。 
 

第３０４条 業務管理 
   受注者は、業務実施にあたり設計図書に基づき管理を行い、業務の内容について不 

明確な点がある場合、又は改善の必要が認められる場合は調査職員と協議しなければ 
ならない。また、主要な作業段階のうち、特記仕様書又はあらかじめ調査職員の指示 
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した箇所については、調査職員の承諾を得なければ、次の作業を進めてはならない。 
 

第３０５条 作業時間  
 １．受注者は、設計図書に作業時間が定められている場合でその時間を変更する必要が

ある場合は、あらかじめ調査職員と協議するものとする。 
 ２．設計図書に作業時間が定められていない場合で、官公庁の休日又は夜間に作業を行

う場合は、事前に理由を調査職員に提出しなければならない。 
 

第３０６条 成果物の提出  
   受注者は、業務完了後といえども受注者の過失や、手落ちによる不良箇所が発見さ

れた場合、訂正、補足その他の措置を行わなければならない。なお、その業務に関す

る費用は、受注者の負担とする。 
 

第３０７条 検査  
 １．完成検査の時間は、発注者の勤務時間内とする。ただし、やむを得ない理由があると検

査職員が認めた場合は、この限りではない。 

 ２．契約書第35条に規定する「指定部分」が完成した場合は、契約書第30条「検査及び引渡

し」の規定を準用して既済部分検査を行う。この場合に、「業務」 とあるのは「指定部分に

係る業務」、「検査」とあるのは「既済部分検査」 とそれぞれ読み替える。 

 
第３０８条 電子計算機の使用  

 １．受注者は、電子計算機を用いて業務を行う場合は、主要な業務に関しプログラ ム名、使

用機種等について事前に調査職員に報告しなければならない。電子計算 機を用いるとは、

パソコン程度の場合、又は汎用プログラムを 使用する場合を除いたものをいう。 

 ２．電子計算機及びプログラムを設計図書で指定している場合は、設計図書の定めによる。 

 
第３０９条 委員会等の設置  

 １．受注者は、業務の遂行のため、設計図書の定めにより委員会、検討会を設置す る場合は、

委員会等の出席者、開催場所、回数、その他必要な事項を調査職員と 協議するものとする。 

 ２． 受注者は、管理技術者を委員会等に出席させるとともに設計図書の定めにより 必要な事

務を行わなければならない。 
 

第３１０条 著作権等  
 １．受注者は、特許権等を使用する場合、特記仕様書に特許権等の対象である旨の 明示がな

く、その使用に関した費用負担を契約書第７条に基づき発注者に求める 場合、権利を有す

る第三者と使用条件の交渉を行う前に発注者の承諾を得るもの とする。  

 ２．受注者は、業務上、特許権等の産業財産権の対象となる発明又は考案をした場 合、発注

者に書面をもって通知するものとする。 

 ３．この場合、権利を取得するための手続き、権利については、発注者、受注者で協議して

決定するものとする。 
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第３１１条 安全管理  
 １．受注者は、設計図書及び関係法規(測量、財産権、労働、安全、交通、土地利用 規制、環

境保全)を遵守し、かつ、これらに関する社会的慣行を尊重し、管理を 行わなければならな

い。 

 ２．受注者は、現場が隣接し又は同一場所で別途作業がある場合、常に相互協調す るととも

に成果の照合を行わなければならない｡ 

 ３．受注者は、水陸交通の妨害又は公衆に迷惑をおよぼさないように実施しなけれ ばならな

い。 

 ４．受注者は、空港制限区域内に入場する場合、「空港管理規則」に基づき所定の 手続きを

とらなければならない。 

 ５．受注者は、空港内で作業を実施する場合、「空港管理規則」及び「航空保安業 務処

理規程」に定める禁止行為を行ってはならない。 
 ６．受注者は、いかなる場合でも、航空機に危険をおよぼすおそれのある作業は行 って

はならない。 
 ７．受注者は、火薬及び石油類の危険物を使用する場合、関係法令の定めに従い万 全の

策を講じて保管並びに取り扱いをしなければならない。 
 ８．受注者は、残存爆発物があると予想される区域について、設計図書の定めに従 い措

置を講じなければならない。 
 ９．受注者は、調査現場が危険なため第三者の立入りを禁止する必要のある場合、 仮囲

及びロープにより囲うとともに立入り禁止の標示をしなければならない。 
 10．受注者は、作業が終了したときは、直ちに跡片づけ、仮設物の撤去を行い、原 形に

復旧しなければならない。 
 11．安全管理に要する費用は、受注者の負担とする。 

12．受注者は、特記仕様書に定めがある場合には所轄警察署、道路管理者、鉄道事業者、

河川管理者、労働基準監督署等の関係者及び関係機関と緊密な連絡を取り、業務実施

中の安全を確保しなければならない。 
13．受注者は、屋外で行う業務の実施に当たり、事故等が発生しないよう使用人等に安

全教育の徹底を図り、指導、監督に努めなければならない。 
14．受注者は、屋外で行う業務の実施にあたっては豪雨、豪雪、出水、地震、落雷等の

自然災害に対して、常に被害を最小限にくい止めるための防災体制を確立しておかな

ければならない。災害発生時においては第三者及び使用人等の安全確保に努めなけれ

ばならない。 
15．受注者は、屋外で行う業務実施中に事故等が発生した場合は、直ちに調査職員に報

告するとともに、調査職員が指示する様式により事故報告書を速やかに調査職員に提

出し、調査職員から指示がある場合にはその指示に従わなければならない。 
 

第３１２条 文化財の保護  
 １．受注者は、業務の実施にあたり、文化財又はその他の埋蔵物の保護に十分注意 し、作業

員等に文化財の重要性を十分認識させ、業務中に文化財を発見したとき は、直ちに業務を

中止し、調査職員に報告したうえで、その指示に従わなければならない。 
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 ２．受注者は、業務の実施にあたり、文化財又はその他の埋蔵物を発見した場合は、 発注者と

の契約に係る業務に起因するものとみなし、発注者は当該文化財又はその他の埋蔵物の発

見者としての権利を保有する。 

 
第３１３条 工程管理  

   受注者は、業務計画書に基づき、工程管理を行わなければならない。また、業務の 進捗

状況は、適時調査職員に報告しなければならない。 

 
第３１４条 記録写真  

 １．受注者は、別表に基づき写真管理を行わなければならない。 

 ２．受注者は、電子媒体による写真について、必要な文字、数値等の内容の判読が できる機

能、精度を確保できる撮影機材を用いなければならない。（有効画素数 100万画素程度～3

00万画素程度とする。） 

 ３． 受注者は、電子媒体を提出する場合は、CD-Rを原則とし、「工事完成図書の電 子納品

等要領（国土交通省）」の規定によらなければならない。 

 ４． 各業務の写真管理は、表3-1によるものとする。 
 

表3-1 測量業務 

 
工種 

 
撮影区分 

 
撮影項目 

撮 影 基 準  
注意事項 
及び説明 撮 影 内 容 

撮影時期及び 
方法 提  出  枚 数 

測量 
施工管

理 

使用機械等 

セオドライド、トータル
ステーション、光波測距
儀、レベル、GNSS 測量
機、MMS(Mobile Mapping 

System）等 

測  量 時 機械ごとに１枚  

測量状況 測量状況 測  量 時 測線ごとに２枚  
 
 
第２節 測量業務 一般事項 

第３１５条 測量業務 
１．技術者として測量業務に従事する者は、測量法第49条の規定に従い登録された測量

士又は測量士補でなければならない。  
２．測量士は、測量に関する計画を作製し、又は実施する。 
３．測量士補は、測量士の作製した計画に従い測量に従事する。 
４．測量業務は「規程」により実施するものとする。 

 
第３１６条 測量機械器具 

   受注者は、「規程」第14条により検定を行った測定器具を使用しなければならない。 
 

第３１７条 精度管理 
   受注者は、各工程別作業の終了時その他適切な時期に所要の点検を行わなければな

らない。また、各工程別作業の終了時には、特に指定された事項について、所定の点
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検測量を行わなければならない。なお、点検測量率は、表3-2を標準とする。 
 

表3-2 点検測量率 

測 量 種 別 率 測 量 種 別 率 

１・２級基準点測量 10％ 地形測量及び写真測量 ２％ 

３・４級基準点測量 ５％ 中 心 線 測 量 ５％ 

１・ ２級水準測量  ５％ 縦 断 測 量 ５％ 

３・ ４級水準測量  ５％ 
横 断 測 量 ５％ 

簡 易 水 準 測 量 ５％ 

 
第３１８条 GNSSの使用 

   受注者は、GNSSを使用する場合、調査職員の承諾を得なければならない。なお、 使用

にあたっては、「規程」による。 

 
 
第３節 空港施設測量 

第３１９条 適用 
   「空港施設測量」とは、空港施設（滑走路、誘導路、エプロン、道路、駐車場等）

の 調査、計画、実施設計等に用いる測量で、下記の測量をいう。 
(1) 中心線測量 
(2) 縦断測量 
(3) 横断測量 
(4) 現地測量 

 
第３２０条 中心線測量 
１．中心線測量は、滑走路、誘導路等の中心線及びエプロンの法線を決定するために行

う。 
２．測点間隔は、表3-3のとおりとする。 
 

表3-3 中心線測量 測点間隔 

種 別 間 隔 摘 要 

計画調査 100m 又は 50m  
実施設計 20m  
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３．中心線測量の精度は、表3-4及び表3-5のとおりとする。 
 

表3-4 中心線測量の精度（IP杭） 

種別 
区分 

距離 
平地 山地 摘要 

IP 杭 
30m 未満 10mm 15mm S は点間距離 

の計算値 30m 以上 S/3,000 S/2,000 
S:mm        

 
表3-5 中心線測量の精度（中心杭） 

種別 
区分 

距離 
平地 山地 摘要 

 
中心杭 

20m 未満 10mm 20mm S は点間距離 
の計算値 20m 以上 S/2,000 S/1,000 

S:mm        
 
４．受注者は、測点杭が地形障害物のため所定の位置に設置できない場合、その位 置を

明らかにする控え杭を設置しなければならない。 
 

第３２１条 縦断測量 
１．縦断測量は、中心線に設置された測点及び変化点の地盤高さを測定する。 
２．観測は往復観測として、閉合差を求める。 
３． 仮BMの設置の設置間隔は、設計図書の定めによる。 
４．測量の往復差及び閉合差は、表3-6のとおりとする。 

 
表3-6 縦断測量の往復差及び閉合差 

往復差及び閉合差 備 考 

10mm √S ３級水準測量 

20mm √S ４級水準測量 

S は観測距離（片道）単位:km 

 
第３２２条 横断測量 
１．横断測量は、中心杭の位置で中心線の接線に対して直角方向の地形及び地物の変化

点の位置とその高さを求め、横断面図を作成する。 
２．観測の間隔は、設計図書の定めによる。 

 ３．横断測量の末端見通し杭の精度は、表3-7のとおりとする。 
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表3-7 横断測量の精度 

地 形 
精 度 

摘 要 
距 離 標 高 

 

平 地 S/500 20mm + 50mm 100 
 

 
山 地 S/300 50mm + 150mm 100 

 

S は観測距離（片道）単位:m 

 
第３２３条 現地測量 

 受注者は、現地測量の実施にあたっては、設計図書によらなければならない。 

 

第３２４条 成果物 
１．受注者は、中心線測量、縦断測量、横断測量、現地測量の各測量成果物別に整理しなけ

ればならない。 

２．受注者は、下記項目及び設計図書の定めにより成果物を作成し提出しなければ ならない。 

    (1) 観測手簿 

    (2) 計算簿 

    (3) 成果表 

    (4) 線形図 

    (5) 線形地形図（杭打設点網図） 

    (6) 縦断面図 

    (7) 横断面図 

    (8) 詳細平面図 

    (9) 点の記 

    (10) 精度管理表 

    (11) その他の資料 

 

第３２５条 照査 
１．受注者は、特記仕様書に定めのある場合、照査技術者により照査を行うものとする。 

２．照査技術者が行う照査は、次に掲げる事項とする。 

    (1) 調査方針及び調査内容の適切性 

(2) 測定記録と計算結果の整合性 

(3) 測定記録と図面表現の整合性 

(4) 既存資料、計画資料等との整合性 

(5) 成果物の適切性 

 



秋田県測量業務共通仕様書[R５.10.1以降適用]  

■秋田県独自項目 

 
 

測量業務編 

- 38 - 

第４節 深浅測量 
第３２６条 適用 
  本節は、深浅測量に関する一般的事項を取扱うものとする。 

 
第３２７条 測量準備 

   第２章 第１節 第２０４条 測量準備 を適用する。 
 

第３２８条 測量基準 
   第２章 第１節 第２０５条 基準点測量 を適用する。 
 

第３２９条 水深測量 
   第２章 第１節 第２０７条 水深測量 を適用する。 
 

第３３０条 成果物 
   第２章 第１節 第２０８条 成果物 を適用する。 
 

第３３１条 照査 
   第２章 第１節 第２０９条 照査 を適用する。 
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第３章 土地改良事業の測量 
 
第１節 土地改良事業の測量 

第４０１条 適用の範囲 
本章は、土地改良事業の測量に関する事項を取り扱うものとする。 

 
第４０２条 測量業務の実施 

１．確定測量 

  秋田県土地改良事業測量作業規程及び測量作業規程の運用基準(国国地第114号、令和

3年2月18日)により実施する。 

２．一般の測量 

  前項以外の公共測量(測量法第５条による測量)は、秋田県土地改良事業測量作業規程

及び測量作業規程の運用基準(国国地第114号令和3年2月18日)により実施する。 

３．その他の測量 

  測量法施行令第１条に定める測量をいい、秋田県土地改良事業測量作業規程及び測量

作業規程の運用基準(国国地第114号、令和3年2月18日)を準用するものとし、測量精度

については設計図書による。 

 
第４０３条 測量杭 
測量杭の規格について、特別仕様書等に定めがない場合は、次のとおりとする。 

   1)測点杭、補助杭 木杭4.5cm×4.5cm×45cm以上(頭部はペンキ等で着色すること) 

   2)基準杭     木杭9cm×9cm×90cm以上 (頭部はペンキ等で着色すること) 

   3)ＩＰ杭     木杭6cm×6cm×60cm以上  (頭部はペンキ等で着色すること) 

 
  



秋田県測量業務共通仕様書[R５.10.1以降適用]  

■秋田県独自項目 

 
 

測量業務編 

- 40 - 

第４章 治山事業の測量 
 
第１節 測量に関する一般事項 

第５０１条 適用の範囲 
１．本章は、治山事業の測量に関する事項を取り扱うものとする。 
２．測量業務の種類は、次の各号によるものとする。 

（1） 基準点測量等 

ア 基準点測量 

イ 用地測量 

ウ 地形測量 

（2） 山地治山等測量 

ア 渓間工の測量 

イ 山腹工の測量 

ウ 海岸防災林造成の測量 

エ 防風林造成の測量 

オ なだれ防止林造成の測量 

カ 土砂流出防止林造成の測量 

キ 保安林整備の測量 

ク 保安林管理道の測量 

ケ 水土保全治山等の測量 

（3） 地すべり防止測量 

ア 実態調査の測量 

イ 機構調査の測量 

ウ 地すべり防止工の測量 

第５０２条 使用器材 
測量に用いる器材は、表－４．１に掲げるものと同等以上の性能を有し、点検整備し

たものとする。 

 

第５０３条 公差及び測定方法 
測量公差及び測定方法は、表－４．２によるものとする。 

 
第５０４条 基準点 
基準点は、次の各号の点とするものとする。 

(1)国土地理院の設置した三角点、水準点又は公共測量に基づく多角点及び基準測量を

実施して設置した基準点、水準点 

(2)国土地理院発行の地形図に明示されている地点、地物等を基準として定めた水準点 
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第５０５条 測量杭 
１．測量に使用する杭の材質、形状、寸法等は、次表を標準とするものとする。 

 

名称 材質 杭の表示色  

基準点杭 

Ｉ．Ｐ杭 

木又は 

合成樹脂 
赤色 

測点杭 
木又は 

合成樹脂 
赤色 

 

２．基準点杭は、測量の起点、終点及び工作物計画箇所付近に、移動や浮沈のないよう

堅固に設置するものとする。 

３．Ｉ．Ｐ杭及び測点杭は、移動や浮沈のないよう堅固に設置するものとする。 

４．杭の設置が不可能な箇所は、岩盤等に設置し、鋲又はペンキ等で明示するものとす

る。 

５．測量杭は、原則として測点番号を前測点の方向に向けて設置するものとする。 

６．測量杭は、上端を赤ペンキ等で着色して識別し易くするとともに、移動、紛失を防

ぐため適宜保護し、必要ある場合は、引照点を設けるものとする。 

 

第５０６条 測量野帳等 
測量の結果は、測量野帳等に記入し、一件ごとに整理し、保存するものとする。 

 
第５０７条 図面 
１．平面図には、測点及び番号、基準点位置、引照点、方位、縮尺、標高、等高線、計

画及び既設工作物、築設年度、既施工地等設計に必要な諸元を記入するものとする。 

２．工種配置図には、測点及び番号、基準点位置、引照点、方位、縮尺、標高、計画及

び既設工作物等設計に必要な諸元を記入するものとする。 

３．縦断面図には、測点及び番号、水平距離、水平逓加距離、垂直距離、垂直逓加距離、

渓床及び山腹の勾配、Ｂ．Ｍ、縮尺、計画及び既設工作物の築設年度等設計に必要な

諸元を記入するものとする。 

４．横断面図には、測点及び番号、地盤変移点、露出岩盤、推定岩盤、土質区分線、既

設工作物等設計に必要な諸元を記入するものとする。 

 

第５０８条 図面の縮尺 
図面の縮尺は、表－４．３を標準とするものとする。 
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表－４．１ 測量に用いる器材 

区分 器材の名称 測定区分 性      能 

 

トータルステーシ

ョン 
（光波測距儀） 

水平角 
鉛直角 
距 離 

１ 最小読定値が㎜まで可能なもの。 

２ 精度（検定書による） 

(1) 測定距離が２㎞以上可能なものは 

±(10㎜＋D÷10万) 

(2) 測定距離が２㎞未満のものは±30㎜

以内 

注）Dは測定距離で、㎞単位 

Ｇ Ｐ Ｓ 観 測 機 
座 標 
標 高 

１ 水平成分⊿Ｎ・⊿Ｅの差 20mm√Ｎ 

Ｎ：辺数 

２ 高さ成分⊿ｕの差    30mm√Ｎ 

Ｎ：辺数 

レ ベ ル 水 準 
１ 水準器感度40秒／２㎜以内のものである

こと。 

２ 望遠鏡の倍率は20倍以上であること。 

標      尺 距 離 長さが５ｍ以内で、目盛は0.5㎝であること。 

 

ポケットコンパス 
方位角 
鉛直角 

１ 磁針の長さは７㎝を標準とし、望遠鏡つ

きであること。 

２ 水平目盛及び鉛直目盛の最小読定値が 
１度以内であること。 

メ ー ト ル 縄 距 離 
１ 目盛のある部分の長さが100ｍ以内である

こと。 

２ 目盛は10㎝以内であること。 

ポ ー ル 距 離 長さは２～３ｍ、目盛20㎝を標準とする。 

 
 
 
 

一 
 

般 
 

の 
 

測 
 

量 

簡 
 

易 
 

な 
 

測 
 

量 
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表－４．２ 測量の公差及び測定方法 
        測量器材 
 
種別   区分 

レベル 
トータルステーション 

(光波測距儀) 
ポケットコンパス 

水平角 
又は磁

針方位 

測定方法  正位･反位 １対回 前視･後視 各１回 

最小読定値  １分以内 １度以内 

公

差 
既定角又は角

規約との公差 
 

1.5分√ｎ 

n=測点数 
 

鉛直角 
測定方法   前視･後視 各１回 

最小読定値  １分以内 １度 

距 離 

測定方法 １回 ２セット ２回 

最小読定値 (標尺)0.5㎝ １㎝ 10㎝ 

公

差 
読定公差  ２㎝以内 10㎝ 

公 差 
座標閉合差  

距離の総和の 

1000分の1 

図上距離の総和の 

100分の1 

高低閉合差 
500ｍ往復で 

５㎝以内 

20㎝√ｎ 

n=使用した辺数 
 

 
ＧＮＳＳ基準点測量（１～４級） 

仮  定 
三次元網 
平均計算 
に よ る 

水平位置の閉合差 

⊿Ｓ＝10cm＋４cm√Ｎ 

⊿Ｓ：既知点の成果値と仮定三次元網平均計算から

求められた距離 

 Ｎ：既知点までの最短辺数 

標高の閉合差 
25cm＋4.5cm√Ｎを標準とする 

Ｎ：辺数 

新点水平位置の標準偏差 10cm 

新点標高の標準偏差 20cm 
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表－４．３ 図面の縮尺 

区分 業 務 種 別 内    容 縮  尺 

平面図 

渓間工 
防風林造成 

なだれ防止林造成 
保安林整備 

水土保全治山等 
地すべり防止 

工種分類に基づく記号

で図示するもの 

通常規模のもの 1／1,000 

膨大なもの 1／2,000 

工種の複雑なもの及び工種の規模、方向

を平面投影で図示するもの 
1／200～1／500 

山腹工 
海岸防災林造成 
保安林整備 

水土保全治山等 
地すべり防止 

一般地形測量 
（山腹工に準ずるもの） 
（山腹工に準ずるもの） 

1／500～1／2,000 

工 種 
配置図 

各業務共通  1／200～1／500 

縦断面図 

渓間工 
防風林造成 
保安林整備 

水土保全治山等 
地すべり防止 

水平縮尺 平面図と同一 

垂 
直 
縮 
尺 

渓床勾配 1／10未満 水平縮尺の5倍 

渓床勾配 1／10以上 水平縮尺の2倍 

渓床勾配特に緩やかな場合 水平縮尺の10倍 

渓床勾配特に急な場合 水平縮尺と同一 

流路工、護岸工の設計 水平縮尺と同一 

山腹工 
海岸防災林 

なだれ防止林造成 
保安林整備 

水土保全治山等 
地すべり防止 

水平、垂直とも 工種配置図と同一 

のり切土量算定のためのもの 横断面図と同一 

（山腹工に準ずるもの） 
（山腹工に準ずるもの） 

工種配置図と同一 

横断面図 各業務共通 

通常 1／100 

必要に応じ 
1／10～1／50 

又は1／200 
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第２節 基準点測量等 
第５０９条 基準点測量 
基準点測量は、「秋田県公共測量作業規程及び同規程に係る運用基準(国国地第10号、

平成20年４月24日)」第２編第２章「基準点測量」及び第３章「水準測量」により実施す

るものとする。 

 

第５１０条 用地測量 

用地測量は、「秋田県公共測量作業規程及び同規程に係る運用基準(国国地第10号、平

成20年４月24日)」第４編第４章「用地測量」により実施するものとする。 

 

第５１１条 地形測量 

現地において、トータルステーション等又はＧＮＳＳ測量機を用いて又は併用して地

形、地物等を測定し、数値地形図データを作成する。 

トータルステーションを用いた電子平板方式による測量により、谷や尾根、その他急

激な地形の変化のある地域を対象に地形測量を実施する。さらに、路線通過予定地の概

略地形を把握するために、仮測点の横断測量を実施し、概略地形図を作成する。 

 

第３節 渓間工の測量 

第５１２条 踏査選点 
踏査選点は、計画地付近一帯の区域について概況を把握し、測量点を選点するものと

する。 

第５１３条 中心線測量 
１ 中心線測量は、片側50ｍ程度の範囲を対象に、既知点又は任意の不動点を出発点と

し、出発点から他の既知等まで測量し、渓床・渓岸の現況、土地利用区分、各種構造

物等の位置が明らかにするものとする。測定方法は次の各号による方法を標準とし、

設計図書又は調査職員の指示によるものとする。 

（1）中心線測量 

中心線測量は、トータルステーション（光波測距儀）を使用し、渓床の主要点及

び中心部の位置を多角方式により測量する。 

（2）簡易中心線測量 

簡易中心線測量は、ポケットコンパス等を使用し、渓床の主要点及び中心部の位

置を測量する。 

（3）中心線縦断測量 

中心線縦断測量は、ポケットコンパス等を使用し、渓床の主要点及び中心部の位

置、地盤高を測量する。 

２ 測量成果に基づき閉合差を求め平面図、縦断面図を作成するものとする。 

  

第５１４条 縦断測量 
１ 縦断測量は、中心線測量で設置した測点、渓床勾配の変化点等の地盤高及び既設構

造物の高さ等を測量するものとする。測量方法は次の各号による方法を標準とし、設

計図書又は調査職員の指示によるものとする。 

（1）縦断測量 

縦断測量は、レベル又はトータルステーション（光波測距儀）を使用し、往復測

量とする。 
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（2）簡易縦断測量 

簡易縦断測量は、ポケットコンパス等を使用し、片道測量とする。 

２ 測量成果に基づき縦断面図を作成するものとする。 

 
第５１５条 横断測量 
１ 横断測量は、次の各号による測量方法を標準とし、設計図書又は調査職員の指示に

よるものとする。 

（1）横断測量 

横断測量は、トータルステーション（光波測距儀）又はレベルとポケットコンパ

スを使用し、縦断測量の測点を基点として、中心線に対して直角方向の地形の変化

点及び設計上必要な地点の地盤高を測量する。 

（2）簡易横断測量 

簡易横断測量は、ポケットコンパス等を使用し、ダム堆砂量等の簡易な横断測量

を行う。 

２ 測量成果に基づき横断面図を作成するものとする。 

 

第５１６条 構造物計画位置横断測量 
１ 構造物計画位置横断測量は、トータルステーション（光波測距儀）又はレベルとポ

ケットコンパスを使用し、構造物計画位置の地形の変化点の地盤高を詳細に測量する

とともに、土量計算の区分等に必要な土質区分を行うものとする。 

２ 測量成果に基づき、横断面図を作成するものとする。 

 
第４節 山腹工の測量  

第５１７条 踏査選点  
踏査選点は、第５１２条踏査選点に準ずるものとする。 

 
第５１８条 平面測量 
１ 平面測量は、崩壊地の周囲を測量し、基礎工、緑化工等の数量、面積の算出及び工

種配置を明らかにするものとする。測量方法は次の各号による方法を標準とし、設計

図書又は調査職員の指示によるものとする。 

（1）山腹平面測量 

山腹平面測量は、トータルステーション（光波測距儀）を使用して測量する。 

（2）簡易山腹平面測量 

簡易山腹平面測量は、ポケットコンパス等を使用して測量する。 

２ 測量に基づき、平面図、工種配置図を作成するものとする。 

 
第５１９条 縦断測量 
１ 縦断測量は、崩壊地の下部に基準点を設け、主要な縦断面の地形の変化点、構造物

の計画位置及びのり切計画位置等測量するものとする。測量方法は次の各号による方

法を標準とし、設計図書又は調査職員の指示によるものとする。 

（1）山腹縦断測量 

山腹縦断測量は、レベル又はトータルステーション（光波測距儀）を使用して測

量する。 

（2）簡易山腹縦断測量 
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簡易山腹縦断測量は、ポケットコンパス等を使用して測量する。 

２ 測量成果に基づき、縦断面図を作成するものとする。 

 
第５２０条 横断測量 
１ 横断測量は、縦断測量の測点を基点として、構造物の計画位置及びのり切計画位置

等を測量するものとする。測量方法は次の各号による方法を標準とし、設計図書又は

調査職員の指示によるものとする。 

（1）山腹横断測量 

山腹横断測量は、トータルステーション（光波測距儀）又はレベルとポケットコ

ンパスを使用して測量する。 

（2）簡易山腹横断測量 

簡易山腹横断測量は、ポケットコンパス等を使用し、簡易な構造物等について測

量する。 

２ 測量成果に基づき、横断面図を作成するものとする。 

 

 

第５節 防風林造成の測量  
第５２１条 踏査選点 
防風林の設置予定箇所の風上側、風下側一帯の区域を踏査し、計画地の概況を把握の

上、測量点を選点するものとする。 

 
第５２２条 平面測量 
１ 平面測量は、風害の区域、地形、地物、土地の利用状況、保全対象の位置等を測量

するものとする。測量方法は次の各号による方法を標準とし、設計図書又は調査職員

の指示によるものとする。 

（1）平面測量 

平面測量は、トータルステーション（光波測距儀）を使用して測量する。 

（2）簡易平面測量 
簡易平面測量は、ポケットコンパス等を使用して測量する。 

２ 測量成果に基づき、平面図を作成するものとする。 

 
第５２３条 縦断測量 
１ 縦断測量は、造成する林帯のおおむね中心点を縦方向に結び等間隔及び地形の変化

点に測点を設けて測量するものとする。測量方法は次の各号による方法を標準とし、

設計図書又は調査職員の指示によるものとする。 

（1）縦断測量 

縦断測量は、レベル又はトータルステーション（光波測距儀）を使用して測量す

る。 

（2）簡易縦断測量 

簡易縦断測量は、ポケットコンパス等を使用して測量する。 

２ 測量成果に基づき、縦断面図を作成するものとする。 

 
第５２４条 横断測量 
１ 横断測量は、縦断測量の測点を基点として、必要な範囲について測量するものとす
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る。測量方法は次の各号による方法を標準とし、選択は設計図書又は調査職員の指示

によるものとする。 

（1）横断測量 

横断測量は、レベル又はトータルステーション（光波測距儀）を使用して測量す

る。 

（2）簡易横断測量 

簡易横断測量は、ポケットコンパス等を使用して測量する。 

２ 測量成果に基づき、横断面図を作成するものとする。 

 
第６節 なだれ防止林造成の測量 

第５２５条 踏査選点 
なだれの発生区から堆積区に至る付近一帯の区域を踏査し、計画地の概況を把握の上、

測量点を選点するものとする。 

 
第５２６条 平面測量 
１ 平面測量は、なだれの発生区から堆積区に至る中心線に沿って法線を設定して、法

線とその周囲を測量し、防止施設、森林造成等の数量、面積の算出及び工種配置を明

らかにするものとし、測量方法は次の各号による方法を標準とし、設計図書又は調査

職員の指示によるものとする。 

（1）平面測量 

平面測量は、トータルステーション（光波測距儀）を使用して測量する。 

（2）簡易平面測量 

簡易平面測量は、ポケットコンパス等を使用して測量する。 

２ 測量成果に基づき、平面図を作成するものとする。 

 

第５２７条 縦断測量 
１ 縦断測量は、法線の地形変化点、構造物の計画位置等を測量するものとする。測量

方法は次の各号による方法を標準とし、設計図書又は調査職員の指示によるものとす

る。 

（1）縦断測量 
縦断測量は、レベル又はトータルステーション（光波測距儀）を使用して測量す

る。 

（2）簡易縦断測量 

簡易縦断測量は、ポケットコンパス等を使用して測量する。 

２ 測量成果に基づき、縦断面図を作成するものとする。 

 

第５２８条 横断測量 
横断測量は、第５２０条横断測量に準ずるものとする。 

 
第７節 土砂流出防止林造成の測量  

第５２９条 踏査選点 
踏査選点は、森林造成計画地の付近一帯を踏査し、計画地の概況を把握の上、測量点

を選点するものとする。 
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第５３０条 平面測量 
１ 平面測量は、森林造成地の周囲を測量し造成基礎工、植栽準備工等の数量、面積の

算出及び工種配置を明らかにするものとする。測量方法は次の各号による方法補を標

準とし、設計図書又は調査職員の指示によるものとする。 

（1）平面測量 
     平面測量は、トータルステーション（光波測距儀）を使用して測量する。 

（2）簡易平面測量 

     簡易平面測量は、ポケットコンパス等を使用して測量する。 

２ 測量成果に基づき、平面図を作成するものとする。 

 
第５３１条 縦断測量 
１ 縦断測量は、造成基礎工等の位置、方向、配置規模等を把握できるよう測線を設定

して測量するものとする。測量方法は次の各号による方法を標準とし、設計図書又は

調査職員の指示によるものとする。 

（1）縦断測量 
縦断測量は、レベル又はトータルステーション（光波測距儀）を使用して測量す

る。 

（2）簡易縦断測量 

     簡易縦断測量は、ポケットコンパス等を使用して測量する。 

２ 測量成果に基づき、縦断面図を作成するものとする。 

 
第５３２条 横断測量  
横断測量は、第５２４条横断測量に準ずるものとする。 

 

第８節 保安林整備の測量 
第５３３条 踏査選点 
森林造成計画地の付近一帯を踏査し、計画地の概況を把握の上、測量点を選点するも

のとする。 
 

第５３４条 平面測量 
平面測量は、第５３０条平面測量に準ずるものとする。 

 
第５３５条 縦断測量 
縦断測量は、第５３１条縦断測量に準ずるものとする。 

 

第５３６条 横断測量 
横断測量は、第５２４条横断測量に準ずるものとする。 

 

第９節 保安林管理道の測量 
第５３７条 通則 
保安林管理道の測量は、森林整備保全事業調査、測量、設計及び計画業務標準仕様書

（平成29年３月30日付け28林整計第380号）第２編「測量業務等標準仕様書」に準じて

行うものとする。 

 



秋田県測量業務共通仕様書[R５.10.1以降適用]  

■秋田県独自項目 

 
 

測量業務編 

- 50 - 

第１０節 水土保全治山等の測量 
第５３８条 水土保全治山等の測量 
１ 水土保全治山等の測量範囲は、設計図書又は調査職員の指示によるものとする。 

２ 水土保全治山等の各施設の測量は、第３節渓間工の測量及び第４節山腹工の測量に

準ずるものとする。 

３ 森林整備等に係る区域測量又は標準地測量等は、ポケットコンパス等によることが

できるものとする。 

 

第１１節 地すべり防止の測量 
第１ 調査に関わる測量  

第５３９条 踏査選点 
地すべり区域を含む周辺一帯を踏査し、地すべりの実態調査測量の測量点を選点する

ものとする。 

 
第５４０条 地形測量 
１ 地形測量は、第５０４条基準点に定める「基準点」のほか、当該地すべり地の周辺

にも基準点を設け、トータルステーション（光波測距儀）又はポケットコンパスを使

用し、不動地、滑落崖、亀裂、沼、凹地、隆起地帯、断層等の位置、方向、湧水地点

及び保全対象の位置等を測量するものとする。 

２ 基準点は、地すべりの移動後も旧位置が照査できるとともに各種測量に共通して使

用できるよう、地すべり地外の不動点に２点以上設けるものとする。 

３ 測量の成果に基づき、測点及び番号、基準点位置、方位、縮尺、標高、等高線、滑

落崖、亀裂、地すべりの移動範囲、地すべりブロックの範囲、湧水点、池沼湿地、舌

端部、調査地点等必要な地形、地物を記入した平面図を作成するものとする。 

４ 図面の縮尺は1/500を標準とする。 

 
第５４１条 測線測量 
１ 測線測量は、地すべりの調査及び安定解析等の基準線として設定された主測線、副

測線を、トータルステーション（光波測距儀）又はレベルとポケットコンパスを使用

し、平面､縦断及び横断測量するものとする。 

２ 測線の測点は、平均的な地形の変換点に設ける測量杭に加え、微地形を正確に表す

ることができるよう亀裂、隆起の地点、滑落崖等においてもプラス杭を設けなければ

ならない。 

３ 基準点は、地形測量で設置した基準点を基準として、各測線ごとに不動点に２点以

上設けるものとする。 

 

第２ 設計に関わる測量 
第５４２条 地すべり防止工の測量 
地すべり防止工の測量は、地すべり防止工の位置及び規模の決定に必要で、十分な範

囲を測量する。 

 

第５４３条 測量の種類 
測量の種類は、測線測量、平面測量、縦断測量及び横断測量とする。 
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第５４４条 測線測量 
１ 測線測量は、第５４１条に準ずるものとする。 

２ 測量の成果に基づき縦断面図、横断面図を作成するものとする。なお、主測線並び 

に副測線の位置は平面図等に記入するものとする。 

３ 縦断面図及び横断面図は、地形、防止施設の断面のほかに、ボーリング柱状図の要 

点、地層区分、地下水文状況、すべり面、基盤面等の調査成果を記入するものとする。 

４ 図面の縮尺は1/500を標準とし、地すべりブロックの面積、重要度、保全対象の位置

などから1/1000又は1/2000等とすることができるものとする。また、縦断面図及び横

断面図における縮尺は、水平、垂直とも平面図と同一とするものとする。 

 

第５４５条 平面測量 
１ 平面測量は、第５４０条に準ずるものとする。 

２ 主測線、副測線、横断線と関連させるとともに、調査ボーリング等の位置を測量杭 

にて明確に表す。 

３ 測量の成果に基づき平面図（地形図）を作成する。図面の縮尺は1/500を標準とする

が、地すべりブロックの面積、重要度、保全対象の位置などから1/1000又は1/2000等

とすることができるものとする。 

 

第５４６条 縦断測量 
１ 縦断測量は、地すべり防止施設の配置及び規模を決定するために必要な、施工対象

地の主要な縦断面の地形を測量するものとする。 

２ 縦断面図には、縦断地形、防止施設の断面のほか、必要に応じてボーリング柱状図 

の要点、地層区分、地下水文状況、すべり面、基盤面等の調査成果を記入するものと 

する。 

３ 測量の成果に基づき縦断面図を作成する。図面の縮尺は1/500を標準とするが、地す

べりブロックの面積、重要度、保全対象の位置などから1/1000又は1/2000等とするこ

とができるものとする。縦断面図の縮尺は、水平、垂直とも平面図と同一とするもの

とする。 

 

第５４７条 横断測量 
１ 横断測量は、地すべり防止工の形状・切取・盛土量等を決定するために必要な、施

工対象他の横断面の地形を測量するものとする。 

２ 測量の成果に基づいて、横断面図を作成するものとする。 

３ 横断面図には、横断地形のほか、必要に応じて地層区分、水文状況、すべり面、基

盤面等の調査成果を記入するものとする。 
４．測量の成果に基づき横断面図を作成する。図面の縮尺は1/500を標準とするが、地す

べりブロックの面積、重要度、保全対象の位置などから1/1000又は1/2000等とするこ

とができるものとする。横断面図の縮尺は、水平、垂直とも平面図と同一とするもの

とする。 
 

第１２節 治山事業における防潮工等の測量 
第１ 深浅測量 

第５４８条 適用の範囲 
 本節は、深浅測量に関する一般的事項を取り扱うものとする。 
 
第５４９条 測量準備 
受注者は、測量を実施するに当り、必要な計画・準備を行わなければならない。 
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第５５０条 基準点測量 
受注者は、測量に用いる基準点として、地方整備局又は海上保安庁海洋情報部（以下

「海洋情報部」という。）等の既設点を用いなければならない。 

ただし、やむを得ない事由により前述の既設点が使用できない場合は、次の方法によ

り必要な基準点を決定してもよい。 

１ 主要基準点は、国土地理院の三角点、多角点、電子基準点及び公共測量に基づく三

角点及び多角点を基準として用いなければならない。 

２ 深浅測量に必要な補助基準点は、主要基準点を基準としなければならない。 

３ 主要基準点の測定は、三角測量、多角測量又はGNSS測量によらなければならない。

また、補助基準点の測定は、三角測量、多角測量、GNSS測量、又は前方交会法若し 

くは後方交会法によらなければならない。 

ただし、後方交会法の場合は、主要基準点からの位置の線を併用しなければならな

い。 

４ 三角測量の辺長計算は、２個以上の三角形を使用するか既知辺を含む三角形で計算

するものとする。算出した辺長を用いて座標計算を行うものとする。 

なお、座標値の較差は、次のとおりとする。 

主要基準点： 30㎝以内 

補助基準点： 50㎝以内 

５ 多角測量は、節点に既知点を含んで行い、座標計算を行わなければならない。 

なお、座標値の閉合差は、次のとおりとする。 

主要基準点： 30㎝以内 

補助基準点： 50㎝以内 

６ GNSS測量の観測方法は、２点の同時観測による干渉法とし、既知点に結合するよう

に行い、座標計算するものとする。 

なお、座標値の標準偏差は、次のとおりとする。 

主要基準点： 15㎝以内 

補助基準点： 25㎝以内 

７ 交会法の座標計算は、３か所以上の基準点を用いて行わなければならない。 

なお、座標値の較差は、次のとおりとする。 

主要基準点： 30㎝以内 

補助基準点： 50㎝以内 

８ 測量機器は、必要な精度を考慮して選定したものを用いるものとする。 

  なお、GNSSを使用する場合は、当該契約の実施区域において行った精度の確認結果

を添えて使用申請を調査職員に提出し、承諾を得なければならない。 

 
第５５１条 簡易検潮等 
受注者は、検潮所の新設を行う場合、設計図書に定める検潮器の設置位置、機種及び

方法により検潮しなければならない。 

 
第５５２条 水深測量 

 １ 検潮 

（１）受注者は、設計図書に定める既設の検潮所を使用して、検潮しなければならない。 

（２）受注者は、次により検潮しなければならない。 

①検潮記録を利用する場合は、機器の作動状況、基準面等を調査する。 
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②検潮記録の縮率、潮高伝達の遅れ等に起因する潮高の誤差は、検潮器と副標との

比較観測（相次ぐ高低潮を含む連続観測を２回以上）によって、これを求め、補

正する。 

③検潮器の自記ペンの示す時刻の遅速及び副標との潮高比較を１日１回以上観測し

て記録する。 

（３）受注者は、設計図書の定めにより検潮基準面と基本水準標との高低差を求めるた

めの水準測量を行う。 

①T.P.との関係を求める場合は、使用したG.S.B.M.の公表平均成果年度を明記する。 

②水準測量成果図には関係する各固定点間の高低差値を明記する。 

２ 最低水面及び平均水面 

受注者は、最低水面又は平均水面を示す値が存在しないか又は存在してもその値の

確認が必要な場合（地盤変動等により基本水準標の標高が不確定と思われる場合等）

には、長期間にわたって観測を行っている測量地に近い検潮所（基準検潮所）と測量

地検潮所との一定の期間の平均水面と比較して測量地検潮所の平均水面を求め､この面

から海上保安庁海洋情報部ホームページ（http://www1.kaiho.mlit.go.jp）の平均水

面、最高水面及び最低水面の高さに関する告示に掲げられたＺ０区分帯によるＺ０を

減じた面を最低水面とする。 

 ＤＬ ＝Ａ０´－Ｚ０ 

 Ａ０´＝Ａ１´＋（Ａ０－Ａ１） 

 

ここで ＤＬ ：最低水面 

Ａ０    ：基準検潮所の平均水面 

Ａ０´：測量地検潮所の平均水面 

Ａ１    ：基準検潮所の短期平均水面 

Ａ１´：測量地検潮所の短期平均水面 

Ｚ０    ：平均水面から最低水面までの値 

 

３ 水深測量 

（１）受注者は、設計図書に定める区域について水深測量を行わなければならない。 

（２）海上測位 

①受注者は、海上位置測量に使用する機器は衛星測位機等とし、海上測位位置の精

度は、特級水域では±２ｍ、1a級水域及び1b級水域では±５ｍを確保できるもの

を使用しなければならない。 

②受注者は、海上測位位置の線の交角を30゜～150゜の範囲内に収めなければならな

い。 

③受注者は、法面勾配確認を行う場合、法肩又は法尻法線に直角に測定しなければ

ならない。 

（３）測深 

①測深機器 

受注者は、音響測深機（単素子、多素子、スワス音響測深機含む）及びレーザー

測深機、測鉛等により測深を行うものとし、使用する音響測深機は「表４－４音

響測深機の性能（水深100ｍ未満）」に示す性能以上のものとする。 

なお、設計図書に定めがなく、表４－４に示す性能以上の音響測深機により難

い場合は、測量に先立ち調査職員に測深方法の承諾を得なければならい。 
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表４－４ 音響測深機の性能（水深100ｍ未満） 

項 目 性 能 

シングルビーム音響測深機(多素子音響測深機を含む) 

仮定音速度 

発振周波数 

 

送受波器の指向角 

紙送り速度 

最小目盛 

1500m/s 

90～230kHz(水深31m未満) 

30～230kHz(水深31m～100m未満) 

半減半角8°以下 

20mm/min以上 

0.2m以下 

スワス音響測深機（マルチビーム） 

仮定音速度 

発振周波数 

 

レンジ分解能 

測深ビーム方式 

測深ビーム幅 

1500m/s 

70～455kHz(水深31m未満) 

26～455kHz(水深31m～100m未満) 

5cm以下 

クロスファンビーム 

1.5度以下×1.5度以下 

スワス音響測深機（インターフェロメトリ） 

発振周波数 

レンジ分解能 

仮定音速度 

受信素子数 

100～500kHz 

5cm以下 

1500m/s 

4個以上 

※スワス音響測深機は、マルチビーム音響測深機及び位相差式（インターフェロ

メトリ）音響測深機（受信素子数が4個以上のものに限る。）で船体に固定して

使用するものをいう。 

 

② 測深及び水深改正 

イ）受注者は、音響測深法によって得られた水深値について潮位、音速度、喫水

等より諸改正を行わなければならない。 

ロ）受注者は、音響測深機の機械的誤差及び水中音波速度の変化等による改正量

をバーチェック法若しくは音速度計により求めなければならない。ただし、こ

れらによれない場合は、水温、塩分等の測定を行って海水中の音速度を算出し

なければならない。バーチェック法以外の方法による場合でも喫水の確認は行

わなければならない。 

ハ）受注者は、バーチェック法等による水中音速度の測定を１日１回、測深海域

の最深部で行うものとする。ただし、アナログ記録で処理する時は音響測深機

のベルト及びペンの調整又はそれらの交換を行った場合は、その都度、そのバ

ーチェックを行わなければならない。 

ニ）受注者は、バーチェック法による場合は、バーを深度30ｍまでは２ｍごと、

30ｍ以深は５ｍごとに行い、上げ下げの平均値から改正値を求めなければなら

ない。 

③作業条件 

受注者は、海面が平穏で視界が良好な作業条件で測深作業を行わなければならな

い。 

（４）測深間隔 

受注者は、設計図書に定める測深間隔で測深しなければならない。 

４．測量結果の整理及び解析 

受注者は、設計図書の定めにより観測記録の整理及び解析を行わなければならない。 
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第５５３条 成 果 
１ 受注者は、成果物の種類、体裁、提出部数及びその他必要事項は、第１１７条成果

物の提出及び設計図書の定めによらなければならない。 

２ 受注者は、次に掲げる内容を記載した報告書、測深図を作成し、資料とともに調査

職員に提出しなければならない。 

（１）報告書 

・件名 

・測量場所 

・測量期間 

・測量区域図 

・測量機器 

・測定方法 

・地形解析結果 

・測量結果と考察 

（２）図面 

・測深図 

（３）測量資料 

・航跡図 

・測定帳簿（測角簿、測距簿、測深簿、測深誘導簿、検潮簿、基準点計算簿） 

・測定記録（音響測深記録、検潮記録、電波又はGNSS測位記録） 

 
第５５４条 照 査 

 １ 受注者は、設計図書に定めのある場合、照査技術者により照査を行わなければなら

ない。 

 ２ 照査技術者とは、測量業務の履行ついて技術上の照査をつかさどる者で、受注者が

定め発注者に通知した者をいう。 

 ３ 照査技術者は、設計図書に定める資格要件を満たす者でなければならない。 

 ４ 照査技術者は、照査計画を作成して業務計画書に記載し、照査に関する事項を定め

るものとする。 

 ５ 照査技術者は、設計図書の定め又は調査職員の指示する節目に照査技術者自身によ

りその成果の照査を行うものとする。 

 ６ 照査技術者は、業務完了時に照査結果を照査報告書にとりまとめ、照査技術者の署

名捺印のうえ管理技術者に提出するものとする。 

 ７ 管理技術者は、第５項に規定する照査結果の確認を行うものとする。 

８ 照査技術者が行う照査は、次に掲げる事項とする。 

（１）調査方針及び調査内容の適切性 

（２）測定記録と計算結果の整合性 

（３）測定記録と図面表現の整合性 

（４）既存資料、計画資料等との整合性 

（５）成果物の適切性 
 

第２ 汀線測量 
第５５５条 適用の範囲 
本節は、汀線測量に関する一般的事項を取り扱うものとする。 
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第５５６条 測量準備 
測量準備は、第５４９条測量準備を適用する。 

 
第５５７条 基準点測量 
基準点測量は、第５５０条基準点測量を適用する。 

 
第５５８条 水準測量 
１ 水準測量 

受注者は、測量近辺に水準点がない場合は、国家水準点より主要な基準点の標高を

求めることを必要とする水準測量を実施しなければならない。 

２ 縦断測量 

主要基準点及び補助基準点について往復水準測量を実施しなければならない。 

３ 横断測量 

受注者は、設計図書の定めにより、主要基準点及び補助基準点を基準とし、汀線に

ほぼ直角方向へ10m間隔に基本水準面までの水準測量を実施しなければならない。なお、

測定間隔は特記仕様書の定めによる。 

 
第５５９条 成 果 
受注者は、下記項目及び設計図書の定めにより成果物を作成し、提出しなければなら

ない。 

・観測手簿 

・計算簿 

・成果表 

・線形図 

・線形地形図（杭打設点網図） 

・縦断図面 

・横断図面 

・詳細平面図 

・点の記 

・精度管理表 

・その他資料 

第５６０条 照 査 
照査は、第５５４条照査を適用する。 
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第５章 林道事業の測量 
 
第１節 測量に関する一般事項 

第６０１条 適用の範囲 
１ 本章は、林道事業の測量に関する事項を取り扱うものとする。 
２ 測量は一般測量と、一般測量よりも精度の高い詳細測量に区分し、求められる精度に

より使い分けるものとする。 

 
第６０２条 使用器材 
測量に用いる器材は、別表－５.１ に掲げるものと同等以上の性能を有し、点検整備

したものを使用しなければならない。 

（1）Ｉ.Ｐ測量及び詳細測量のトラバース測量は、所要の精度を有するトランシット

または光波測距儀などのトータルステーションを使用する。ただし、地形の状況

その他の事由によりやむを得ない場合においては、最小読定値30分以内のポケッ

トコンパスとすることができる。 
（2）縦断測量は原則としてレベル及び標尺を使用するものとする。 
（3）横断測量は、一般測量の場合、直角器を併用した水準装置又は勾配定規付ポー

ルによる。詳細測量は原則としてレベル、トランシット、トータルステーション、

標尺等を使用するものとする。 
（4）主要構造物の位置決定などの場合は、レベル、トランシット、トータルステー

ション、標尺等を使用するものとする。 
 

第６０３条 測量の精度等 
測量の精度及び単位は、別表－５.２、５.３に掲げるとおりとする。 

 

第６０４条 基準点 
基準点は、測量の目的に応じて次の区分により、取扱うものとする。 

（1）国土地理院の設置した三角点、水準点又は公共測量に基づく多角点及び基準点

測量を実施して設置した基準点、水準点 
（2）国土地理院発行の地形図に明示されている地点、地物等を基準として判読した

水準点 
 

第６０５条 測量杭 

測量に使用する杭の規格及び設置方法は、次の各号によるものとする。 

（1）杭の材質は、下表を標準とする。 
（2）基準点杭は、測量の起点、終点及び工作物計画箇所付近に、移動や浮沈のない

よう堅固に設置するものとする。 
（3）Ｉ.Ｐ杭及び測点杭は、移動や浮沈のないよう堅固に設置するものとする。 
（4）杭の設置が不可能な箇所は、岩盤等に設置し、鋲又はペンキ等で明示するもの

とする。 
（5）測量杭は、原則として測点番号を前測点の方向に向けて設置するものとする。 
（6）必要がある場合は、測量杭の引照点を設けるものとする。 
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第６０６条 測量野帳等 

測量の結果は、測量野帳等に記入し、一件ごとに整理のうえ保存するものとする。な

お、トータルステーション等を使用した場合でデータコレクタによる観測値の記録を発

注者が指示又は承認する場合は、特記仕様書により整理するものとする。 

 

第６０７条 図面 
図面は、測量の成果に基づく平面図、縦断面図、横断面図等とし、「森林整備保全事

業設計業務等標準仕様書」によるものとし、作図の詳細は次によるものとする。 

（1）位置図 
     位置図は、地形図又はこれに準ずる図面を用い、林道整備地域、利用区域、調査

路線、既設路線、道路調査等の成果に基づく地域交通網について明示するものと

する。 
（2）平面図 

     平面図は、中心線測量に基づく測線を基に、平面測量、本調査等の成果によって、

平面線形、周辺の地形、地物、地域などの位置関係を明らかにする。平面図には、

測点及び番号、中心線、曲線半径、曲線始点・中点・終点、方位、縮尺、標高、

等高線及び主要構造物等設計に必要な諸元を記入するものとする。 
（3）縦断面図 

     縦断面図は、平面線形の測点及び縦断測量の地盤高を基準として、施行基面選定

条件等を十分に勘案した施工基面を基に、現地に最も適合した縦断勾配を設定し

て縦断線形を明示する。縦断面図には、測点及び番号、水平距離、水平追加距離、

地盤高、計画高、切高、盛高、勾配、縦断曲線、トンネル、橋梁、排水施設、Ｂ．

Ｍ等設計に必要な諸元を記入するものとする。 
（4）横断面図 

     横断面図は、平面線形上の測点を基として横断測量の成果に基づく横断地盤線を

表示し、縦断面図等に示された切土高、盛土高及び土質調査による土質区分から、

所定の構造を有する横断線形、土質区分等を明示する。横断面図には、測点及び

番号、切高、盛高及びその面積、のり長及びのり勾配、推定岩盤線、構造物等設

計に必要な諸元を記入するものとする。 
（5）構造物図 

     構造物図は、のり面保護工、排水施設、擁壁、橋梁、基礎工、トンネル、その他

の施設等を設計する場合に作成するものとするが、平面図、横断面図、標準図、

他不足する構造を補足して構造物図に代えることができる。設計施工に必要な形

状、寸法、材質、数量等を明示するものとする。 
（6）土取場及び残土処理場図 

     土取場及び残土処理場図は、土量計算に基づく運搬距離別の不足土又は残土を、

土取場及び残土処理場調査による直近の設置箇所に、土取り又は残土処理可能量

名 称 材 質 

基準点杭 

Ｉ.Ｐ杭 

引照点杭 

測点杭(ﾌﾟﾗｽ杭、曲線杭) 

木又は合成樹脂 
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に応じて配置し、土取場及び残土処理場の形状、寸法、防護施設等を明らかにす

る。 
（7）標準図 

     標準図は、土工標準図、構造物標準図に区分し、調査路線の標準的な横断線形及

び構造物を主体として、林道規程及び林道技術基準の運用に基づく構造規格のう

ち、共通する基本的な形状、寸法、断面等を示すものとする。また、平面線形及

び縦断線形についても、標準図とすることができる。 
（8）用地図、潰地図等 

     用地図、潰地図等は、用地測量又は実測量の成果に基づく関係図面を基に、図上

法又は座標法によって地積測定及び面積計算を行い、地籍図、地籍簿、潰地図等

の作成に必要な用地図、潰地図及び関係図書を作成する。ただし、法務局に提出

する地籍測量図、分筆図等の作成については調査職員と協議を行うものとする。 
（9）法令関係図 

     保安林解除、河川工作物新築、その他関係法令等に基づく許認可又は協議等を要

するため作成する法令関係図は、これら法令等に示す様式、要領等によるものと

する。 
 
第２節 基準点測量 

第６０８条 規程の準用 
基準点測量は、「秋田県公共測量作業規程及び同規程に係る運用基準(国国地第10号、

平成20年４月24日)」第２編第２章「基準点測量」及び第３章「水準測量」により実施す

るものとする。 

 
第３節 予備測量 

第６０９条 予備測量 

予備測量は、全体計画調査で設定した路線の位置を現地に設定するために行うものと

する。 

（1）一般測量 
一般測量は、次の各号によるものとする。 

ア 予定施工基面高の設定 
     概略の路線位置は、全体計画調査の結果等を踏まえ、踏査によって設定する。 

当該路線の予定施工基面高の設定は、図上測設及び踏査によって決定した区間ご 
との予定縦断勾配を基に、ハンドレベルとポールを併用して勾配杭又は見通し杭 
を設定する。勾配杭等には赤の布テープ等を結び、前後の位置関係が明確になる 
ように設置する。なお、勾配杭等、設置する際、併せて杭間の水平距離を測距し 
ておき、予定縦断勾配の修正の参考にする。 

イ 概測 
     踏査によって概略の路線位置が決定し難い等の場合は、折線による中心線を基

に、簡易な計測器具によって距離、縦断勾配、横断勾配、検討を要する曲線等を

概測の上図化し、図上で中心線を検討して路線位置を調整する。 
（2）詳細測量 

詳細測量は、次の手順によるものとする。 
ア 仮測点の設置 

     予定施工基面高に沿ってトラバース点を設置する。 
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イ トラバース測量及び座標値計算 
     基準点測量（結合多角方式）に基づき、トラバース測量を行い、それぞれの測

点の座標値を計算する。 
ウ 地形測量 
  現地において、トータルステーション等又はGNSS測量機を用いて又は併用して、 

地形、地物等を測定し、数値地形図データを作成する。  

     トータルステーションを用いた電子平板方式による測量により、谷や尾根、そ

の他急激な地形の変化のある地域を対象に地形測量を実施する。さらに、路線通

過予定地の概略地形を把握するために、仮測点の横断測量を実施し、これらの結

果を踏まえて1千分の1の概略地形図を作成する。  
エ 各種構造物の限界高さの調査 

     土構造物としての限界切土高及び限界盛土高を現地調査により把握する。 
オ 平面線形の計画 

     概略地形図へトラバース点を座標値により挿入し、トラバース点の横断測量の

成果により地形図を補正する。次に路線全体の線形及び各種構造物との関連、Ｉ.
Ｐ選点条件等を勘案しながらＩ.Ｐを選点して、曲線半径及びパラメーターを検討

し、クロソイド曲線と円曲線を組み合せた曲線を図上に設置する。さらに、起点

側から２０ｍごとの測点を図示するとともに、クロソイド始点、クロソイド終点

等の必要点を図示する。これら図上に設置した各点は、いずれも座標値計算をす

る。ただし、一車線の場合はクロソイド曲線の設置は行わない。 
なお、平面線形の測量設計は通常二車線の中央で行い、拡幅量は一車線分の２

倍、片勾配は二車線を直線形で結ぶ方法とする。 
 
第４節 実測量 

第６１０条 一般事項 
実測量は、全体計画等を基として、現地実測によることを原則とする。調査で設定し

た路線の位置を現地に設定するために行うものとする。 

 

第６１１条 Ｉ．Ｐの選定 

Ｉ.Ｐの選定は、予備測量の成果に基づき、路線選定条件、施工基面高の選定条件等を

検討して、交点（Ｉ.Ｐ）杭を設置するものとし、次の各号により行うものとする。 

（1） 選点条件 
Ｉ.Ｐの位置選定は、施工基面高の選定条件のほか、次の選点条件を十分検討し

て決定する。 
ア Ｉ.Ｐ予定点の前後における交点が、最も適切な位置となるよう設定する。 
イ 土工量の近距離の流用又は残土処理を考慮した位置とする。 
ウ 地形が急な箇所においても、できるだけ拡幅を必要としない位置とする。 
エ 平面及び縦断線形の急激な変化をできるだけ避けた位置とする。 
オ 原則としてトンネル区間内には設定しない。 
カ 橋梁区間内においては、橋長の中間点又は橋脚付近とすることができる。 

（2）Ｉ.Ｐ間の距離 
Ｉ.Ｐ間距離は地形に応じて適切な距離とし、30～50ｍ程度を基本とする。また、

路線又は区間におけるＩ.Ｐ間平均距離が長い場合は適切か否かのチェックを行い、

現地検討や必要に応じて調査職員との協議のうえ再測を行うこととする。 
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（3）Ｉ.Ｐ杭の設置 
Ｉ.Ｐ杭の設置は次の各号により行うものとする。 

ア 選点によって決定された交点位置には交点杭を設置し、移動や紛失のおそれ

のある場合は、引照点杭を設ける。 
イ 詳細測量の場合は、予備測量で図上測設したＩ.Ｐを座標値から現地へ設置す

る。 
ウ 座標値だけでＩ.Ｐの設置が困難な場合は、近隣のトラバース点を基準点とし

て、放射法等によりＩ.Ｐを設置する。 
 

第６１２条 中心線測量 
中心線測量は、林道規程に定める車線に関する平面、縦断及び横断線形の各要素に適

合する直線及び曲線の中心線を設置し、平面線形を明らかにする。 

（1） 測点杭の設置 
測点杭の設置は、次の各号によるものとする。 

ア 測点杭は、20ｍ単位の番号杭又は追加距離杭とする。 
イ プラス杭は、縦断及び横断方向の地形並びに土質区分の変化する点、切土又

は盛土が相互に変化する零断面の箇所、構造物を設置する箇所等に設けるもの

とする。なお、曲線杭はプラス杭を兼ねることができる。 
ウ 起点及び終点の測点杭は、起点杭及び終点杭を兼ねることができる。 
エ 二車線林道の中心線測量は、二車線の中央線で行うが、直線及び曲線の中心

線には、再計算した座標値を基に、Ｉ.Ｐ又は近隣のトラバース点からプラス杭、

クロソイド始点杭、クロソイド終点杭（Ｂ.Ｃ又はＥ.Ｃと重複）曲線中点杭等

の主要点を設置して測距する。 
オ 上記で設置した主要点間に番号杭又は追加距離杭、プラス杭等を設置して測

距する。 
カ 地形が単純な場合又はＩ.Ｐ間距離が短い場合は、Ｉ.Ｐの位置の設置と併せ

て各主要点を設置することができる。 
キ 詳細測量の場合は、中心線の各種測点杭を設置した後、各測点の横断方向を

計算し、それぞれの方向杭を設置する。 
（2） 曲線杭の設置 

曲線杭の設置は、次の各号によるものとする。 
ア 曲線設置に当たっては、交点（Ｉ.Ｐ）杭を基準とし、曲線始点（Ｂ.Ｃ）杭、

曲線終点（Ｅ.Ｃ）杭、曲線中点（Ｍ.Ｃ）杭等の曲線杭を設置する。 
イ クロソイド曲線の設置は、一般的に主接線から直角座標法又は極角動径法等

により中間点を設置するが、さらに正確な中間点を必要とする場合は、２方法

以上を併用することとする。 
     （3） 距離 

測定する距離は、起点又は終点と隣接するＩ.Ｐ間、測点間、曲線設置に要する

距離等とする。 
（4） 測角 

Ｉ.Ｐの測角は直接法を原則とするが、機械が据付けられないなどの場合は、で

きるだけ精度の高い間接測角法によることができる。また、真北又は磁北方向を

測定し、路線の方位を明らかにする。 

（5） 単曲線の選定条件 
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単曲線の選定は、適用した選点条件のほか、次の各号によるものとする。 

ア 交角（Ｉ.A）が15度以下の箇所にあっては、曲線を設置しないことができる。 

イ できるだけ拡幅量の少ない曲線半径を適用するものとする。 

ウ 隣接する各曲線間の半径は、それぞれが調和した平面線形を構成するよう選

定する。 

エ 隣接する各曲線間にあっては、原則として両曲線の緩和区間長が確保できる

曲線半径を選定する。 

オ 両曲線間の緩和区間長が確保できない場合は、複合曲線又は背向曲線とする

ことができる。 

カ 地形的条件等によって、折り返し線形を必要とする場合は、ヘアピン曲線と

することができる。 

（6） 曲線の設置 

交点の屈曲部の曲線設置は、円曲線によるものとし、単曲線、複合曲線、背向

曲線及びヘアピン曲線に区分する。 

ア 曲線中に測点杭を設置するには、接線支距法を原則とするが、大きな曲線半

径又は重要な箇所にあっては、偏角法によることができる。 

イ 曲線の起終点又はＩ.Ｐを曲線設置の基準にできない場合は、曲線の中点、

任意点の接線又は両接線間を結ぶ見通し線を曲線設置の基準線とするなどの方

法によることができる。 

ウ 間接測角法によりＩ.Aを求める場合は、両接線を結ぶ補助測線の延長とその

角度からＩ.Aを求める方法、又はトラバースを設けるなどの方法によることが

できる。 

エ トンネル内などの狭い箇所における測点杭の設置は、接線偏倚距や弦偏倚距

法等によることができる。 
（7） クロソイド曲線の設置 

クロソイド曲線の設置は、主接線からの直角座標法又は極角動径法等により中

間点を設置するが、更に正確な中間点を必要とする場合は、２方向以上を併用す

ることとする。 
（8） 緩和区間 

緩和区間は、次の各号によるものとする。 
ア 緩和区間の線形は、原則として緩和接線によるものとする。 
イ 緩和接線は、曲線のＢ.Ｃ又はＥ.Ｃを基準として所定の接線長を設定する。 
ウ 緩和接線のすり付けが著しく不連続になるなどの場合は、その接線長を曲線

内に延長して設定することができる。 
 

第６１３条 縦断測量 
縦断測量は、中心線測量によって決定した各測点を基に、水準基標を基準として地盤

高を測定するものとする。 

（1） 地盤高の測定 
地盤高の測定は、各測点の地盤における高さについて行うものとする。また、

地形急峻などのため直接測量が困難な場合は、直近する測点の地盤高を基準とし、

間接測量によることができる。なお、地盤高の測定は、水準基標を基準とした往

復測定を原則とし、その誤差を確認する。 

（2） 水準基標 

縦断測量に当たっては、次により水準基標（B.M）を設置する。 
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ア B.Mの位置は、起終点付近、起終点間500ｍ程度の間隔の箇所、重要構造物付

近等とする。 

イ B.Mは測点に近接し、かつ保全に支障のない堅固な箇所に設けるものとして、

番号、基準高、施行機関名などを表示する。 

ウ B.Mの基準高は、原則として既設林道その他の既知点によるものとするが、

これらの値が明らかでない場合は、地形図等の標高から求めることができる。 

 
第６１４条 横断測量 
横断測量は、各測点の中心線から左右に対して直角方向に設定し、その横断線上の地

形の変化点及び道路、施設、水面などについて、位置、形状、地盤高等を測定する。 

（1） 測定範囲 
横断測量の測定範囲は、予測に用いた勾配杭等を基準とし、のり尻、のり頭、

構造物の位置などを推定して決定する。 
（2） 地盤高等の測定  

横断測量は測点を基準として、横断線上の各地盤高及び水平距離又は斜長及び

勾配を測定する。 
 

第６１５条 平面測量 
平面測量は、中心線及び各測点を基準として、横断測量の測量範囲以上の区域につい

て、地形、地物、地域などの位置を測定する。 

（1） 測定範囲 
平面測量の測定範囲は、一般測量の場合は、特別の場合を除き中心線から両側

へそれぞれ20ｍ程度とし、詳細測量の場合は、原則として中心線から両側へそれ

ぞれ50ｍ程度以上とする 
（2） 測量の対象 

平面測量の対象は、次によるものとする。 
ア 河川、沢、谷、崩壊地、露岩などの地形及び地質構造 
イ 人家、学校、道路等の公共施設、その他の構造物、Ｂ．Ｍ等 
ウ 法令に基づく制限地等の名称、地域等 
エ 行政区界及び林地、果樹園、草地、田畑、住宅地等の土地利用区分 
オ 林地にあっては、所有者界、林班界、林小班界等 

（3） 位置の測定 
位置測定のための測量は、原則としてオフセット法等によるものとし、用地、

地物などの確定を要する場合は、用地測量に準じて測定する。 
 

第６１６条 伐開 
伐開は、必要最小限度にとどめるものとする 

 

第５節 用地測量 
第６１７条 一般事項 
１．用地測量は、林道に関連して用地を確定する必要がある場合に行うものとする。な

お、買収又は賃貸借等を伴わない用地の場合は、実測量の成果又は必要事項の調査に

よって作成する潰地図をもって、用地測量を実施しないことができる。 

２．林道に関連した用地幅は、林道構造の各外縁線に2.0mを加えたものを標準とし、林
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道構造の規模、安定度、維持管理、周辺に与える影響度等を考慮して増減する。林道

構造の外縁は、維持管理上必要とする深度の地中部分を含むものとし、その深度は 

林道の構造等に応じて決定する。 

 
第６１８条 実測量 
実測量は、用地調査によって得られた各種資料を基に、関係者の現地立会その他の諸

手続を行い、現地において分筆等に必要な用地幅、境界等を確定する。 

（1） 用地幅杭 
用地幅杭表に示された測点ごとに、これと直角方向に用地幅を測定して用地幅

杭を設定する。なお、各用地幅杭を結ぶ隣接折線間が、地形等に適合しない場合

又は直線に近似する場合は、その間の用地幅杭を設けないことができる。 
（2） 測量 

測量は原則としてトータルステーションを用いた電子平板方式による測量又は

多角測量によるものとし、あらかじめ方位及び基準点の位置を明らかにし、これ

と関連させた測点、用地幅杭、筆界点等を基に、用地の分筆又は一筆ごとの所有

者等を明らかにする。  
（3） 作業実施 

用地測量は、「秋田県公共測量作業規程及び同規程に係る運用基準(国国地第10 

号、平成20年４月24日)」第４編第４章「用地測量」により実施するものとする。 

 
第６節 構造物設置箇所の測量 

第６１９条 構造物設置箇所 
構造物設置箇所の測量は、次の各号により行うものとする。 

（1） 排水施設、擁壁工 
設置する位置、方向、傾斜、延長、水位等を測定して、その種類、構造等を調

査する。この場合、現地条件に応じて本測線に関連させて調査測線を設け、実測

量の中心線測量、縦断測量、横断測量等に準じて実測する。 
（2） 橋梁工 

橋梁工は橋台、橋脚、護岸等の設置位置について行うものとし、前号に準じる

ものとする。 
（3） トンネル工 

実測量の中心線測量、縦断測量、横断測量等に準じて実測する。 
（4） その他 

第１号に準じるものとする。 
 

第７節 残土処理箇所の測量 
第６２０条 残土処理場 
残土処理場箇所の測量は、選定された箇所ごとに行うものとし、現場条件に応じて本

測線に関連する調査測線を設け、実測量に準じた縦断測量、横断測量及び平面測量を行

うものとする。 

 
第８節 その他箇所の測量 

第６２１条 林業作業用施設等 
林業作業用施設及び待避所・車廻し箇所等の測量は、選定された箇所ごとに行うもの
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とし、第６２０条に準じるものとする。 

 

第６２２条 地区全体計画に係る施設等 
地区全体計画における施設計画箇所の測量は、第２節基準点測量、第４節実測量、第

５節用地測量に準じて行うものとする。 
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別表－５．１                       測量に用いる器材 

区分 器材の名称 測定区分 性      能 

一般測量 
詳細測量 

ﾄ ﾗ ﾝ ｼ ｯ ﾄ  
水平角 
鉛直角 

水平目盛の最小読定値が１分以内であるこ

と。 

詳細測量 ﾄｰﾀﾙｽﾃｰｼｮﾝ 
水平角 
鉛直角 
距 離 

1． 最小読定値が㎜まで可能なもの。 

2． 精度（検定書による） 

(1) 測定距離が 2 ㎞以上可能なものは±

(10 ㎜＋D÷10 万) 

(2) 測定距離が2㎞未満のものは±30㎜

以内 

注）Dは測定距離で、㎞単位 

一般測量 
詳細測量 

ﾚﾍﾞﾙ 水 準 
1． 水準器感度 40 秒／2 ㎜以内のものである

こと。 

2． 望遠鏡の倍率は 20 倍以上であること。 

詳細測量 ｽﾁｰﾙﾃｰﾌﾟ  距 離 
1． 目盛のある部分の長さが 50ｍ以内である

こと。 

2． 目盛は 1 ㎜であること。 

一般測量 
詳細測量 

ｶﾞﾗｽ繊維製ﾃｰﾌﾟ 距 離 
1． 目盛のある部分の長さが 50ｍ以内である

こと。 

2． 目盛は 1 ㎝以内であること。 

一般測量 
詳細測量 

標    尺 距 離 長さが5ｍ以内で、目盛は0.5㎝であること。 

一般測量 
詳細測量 

ﾎﾟｹｯﾄｺﾝﾊﾟｽ 
方位角 
鉛直角 

1.  磁針の長さは７㎝を標準とし、望遠鏡つ

きであること。 

2.  水平目盛及び鉛直目盛の最小読定値が30

分以内であること。 

一般測量 ﾎﾟｰﾙ 距 離 長さは2ｍ、目盛20㎝を標準とする。 
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別表－５．２           測量の精度 

測量器材 ﾎﾟｹｯﾄｺﾝﾊﾟｽ ﾄﾗﾝｼｯﾄ 
ﾄｰﾀﾙｽﾃｰ

ｼｮﾝ 
ﾚﾍﾞﾙ ﾎﾟｰﾙ 

中

心

線

測

量 

距離 

(一般） 

(Ｉ.Ｐ間:40m以内) 

20cm以内 

(Ｉ.Ｐ間:40mを超える場合) 

当該距離の1/200以内 

(測点間) 

10cm以内 

同左 同左 ── ── 

距離 

(詳細） 

(Ｉ.Ｐ間) 

10cm以内 

(Ｉ.Ｐ間) 

当該距離の1/1000以内 

(測点間) 

当該距離の1/100以内 

同左 ── ── 

角度 ──── 

1.5分√ｎ 

 

(n=測点数) 

同左 ── ── 

閉合 
距離総和の 

1/100以内 

距離総和の 

1/1000以内 
同左 ── ── 

縦

断

測

量 

地盤高 ──── ──── ── 

500ｍ往

復で10㎝

以内 

── 

横

断

測

量 

距離 ──── 5%以内 ── ── 
5% 

以内 

勾配 ──── ──── ── ── 0.１割 

※上表の精度を標準とするが、これより高精度による測量成果を妨げるものではない。 

 

別表－５．３           測定単位 

測量の種類 記号 測定単位 

中心線 
距離（水平距離） ｍ 

小数第１位（一般) 

小数第２位（詳細） 

角度（水平） 秒 最小読定値内 

縦断測量 

地盤高 ｍ 小数第２位 

水準基標(B.M) 

移器点（T.P） 
ｍ 小数第３位 

横断測量 

距離 

（水平、斜長、地盤高） 
ｍ 

小数第１位 (一般) 

小数第２位（詳細） 

勾配 割 1:0.05 
※上表の測定単位を標準とするが、この桁数以上による測定単位を妨げるものではない。 


